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第１章  計画策定の背景 
 

経済社会の進展とともに、私たち 
は物質的に豊かな生活を享受できる 
ようになりました。こうした物質的 
な豊かさはライフスタイルや価値観 
の多様化をもたらすとともに、多く 
の人々が心の豊かさや多様な自己実 
現※1を求める成熟社会※２を迎えてい 
ます。一方で、急速な少子高齢化の 
進行による人口減少、高度情報化の 
進展、経済のグローバル化※３と地域 
経済の低迷など、これまで想像しえ 
なかった大きな社会環境の変革により、従来の社会システムを再構築し

なければ立ち行かない状況に私たちは直面しています。 

人間の欲求で最上位にある

もので、自分の能力・可能

性を十分に発揮し、創造的

な活動や自己の成長を図る

こという。 

※１ 自己実現 

※２ 成熟社会 

量的な拡大と充足を重視し、

追求してきた成長社会に対

し、経済的な成長によって得

た豊かさを維持しながら、ゆ

とりや心の豊かさなど生活の

質を重視し、その充実を図る

社会をいう。 

行政運営においても、戦後から社会の成長期にかけては、行政が社会

を主導するシステムが効果的に機能してきました。しかし、成熟社会の

到来を受け、国は中央集権型から分権型行政システムへの移行を図り、

個性豊かで活力に満ちた地域社会の創造に向け、平成12（2000）年に

「地方分権一括法」を施行し、本格的な地方分権時代がスタートしまし

た。このため、住民にとって最も身近な自治体である市町村は、自己決

定・自己責任の下に、多様化・複雑化する地域課題を解決していくこと

が求められるようになりました。 

資本や労働力の国や地域を

越えた移動が活発化すると

ともに、貿易を通じた商品

やサービスの取引、海外へ

の投資が増大することによ

り、世界における経済的な

結びつきなどが深まること

をいう。 

※３  グローバル化 

また、これまでの「人口は増えるもの、経済は成長するもの」という

右肩上がりの思想が崩壊した現在、こうしたことを前提とした地域経営

も見直しが迫られています。地域経営の主体である市町村は、厳しさを

増す財政状況の下、限られた財源で増大する住民ニーズにこたえていく

ことが求められている一方で、「行政があらゆる住民ニーズにこたえ

る」という総合行政（フルセット）型の行政運営を維持していくことは、

もはや困難な状況にあります。市町村の将来は、これらの社会環境の変

化に的確に対応し、どのような地域経営を展開していくのか、というこ

とにかかっているといえます。 

市民・企業・行政など地域

社会を構成する多様な主体

が、地域共通の目的を達成

するため、役割分担と連携

の下、地域全体の活性化を

図る活動をいう。 

※４ 地域経営 ※４ 

このような時代の大きな転換期を迎える中、新しい西脇市が誕生しま

した。本市の地域経営に当たっては、市町合併という基本的な自治体の

枠組みの変化に加え、時代にふさわしい社会システムを構築していくこ

とが求められます。そのため、このような新しい時代に対応した総合計

画の策定が必要です。 
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第２章  計画の概要 

 
第１節 計画の名称 

 
この計画の名称は、「西脇市総合計画」とします。 
 

第２節 計画の性格と役割 
 
この計画の性格と基本的な役割については、次のとおりです。 
 

   【新しい西脇市の最上位計画】 

※６ 新市まちづくり計画 

「市町村の合併の特例に関

する法律」第５条に規定さ

れている合併市町村のまち

づくりの基本方針などを掲

げた市町村建設計画をい

う。2004年11月に西脇市・

黒田庄町合併協議会で策定

されている。 

※５ 地方自治法第２条 

   第４項 

「市町村は、その事務を処

理するに当たっては、議会

の議決を経てその地域にお

ける総合的かつ計画的な行

政の運営を図るための基本

構想を定め、これに即して

行うようにしなければなら

ない。」とされている。 

市町合併による本市の誕生に伴い、地方自治法第２条第４項※５

の規定により策定するもので、本市の行政運営における最上位計

画に位置付けられるものです。また、分野ごとの行政計画の基本

となるものです。 
 

【将来像を実現する行政の経営計画】 

   市町合併時に策定した「新市まちづくり計画※６」の内容を踏ま

えつつ、中・長期的な展望に立ち、市民と行政の協働により策定

された目指すべきまちの姿を実現するため、本市の経営の基本的

な指針となるものです。 
 

【協働で進めるまちづくり計画】 

市民と行政が目標を共有し、それぞれの役割分担の下、協働で

まちづくりを進めていくための道筋や考え方を示したものです。 
 
 

 さらに、計画本来の機能である政策・施策の実施との連動を実現す

るとともに、社会環境の変化や厳しさを増す財政状況を見据えた減量

経営が、今後は必至であることから、従来の計画から重点的な取組と

施策を選別した「選択と集中※７」による持続可能な経営を実現する計

画への進化を図ります。 

※７ 選択と集中 

経営戦略のひとつで、複数

ある商品や事業部門を絞り

込み、集中的に強化するこ

とにより、競争力を向上さ

せ、企業全体の収益を高め

る戦略をいう。アメリカの

ゼネラル・エレクトリック

社のジャック・ウェルチＣ

ＥＯが積極的に行い、同社

の業績を高めたことから有

名になった。行政において

は、公共性の高い施策や事

業を選別し、投資すること

で効果的・効率的な施策や

事業を推進することをい

う。 
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第３節 計画の構成 
 

この計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」の３層によ

る構成とします。このうち「基本構想」と「基本計画」を一体のものと

して作成し、これに基づき別途作成する「実施計画」との２部構成とし

ます。 

 

【基本構想】 

長期的な展望に立ち、将来における本市の目指すべき姿を明ら

かにし、その実現に向けた政策展開の基本的な方向性を示します。 

 

【基本計画】 

基本構想を受け、その実現に向けた施策の展開方針をまちづく

りの分野別に示します。また、計画期間を前期と後期に分け、効

果的な計画行政を展開するため、具体的な目標や施策をできるだ

け明らかにします。 

なお、後期計画については、社会情勢の変化や前期計画の評価

を踏まえ、後年度において策定するものとします。 

 

【実施計画】 

基本計画に定められた施策について、財政的な見通しを踏まえ、

事業の具体的内容を体系的にまとめたものを示します。計画期間

については、基本計画の期間よりも短期的なものとし、時期に応

じて更新していくこととします。 

 

 ＜総合計画の階層イメージ図＞ 
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【実施計画】 

【基本計画】 

【基本構想】 
「西脇

○政

市総合計画」として作成 

策・施策の立案・形成部分 

「総

○実

合計画実施計画」として別途作成

施運用部分 
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第４節 計画の期間 
 

【基本構想】 

平成19（2007）年度から平成30（2018）年度までの12年間とします。 

 

【基本計画】 

基本構想の期間のうち、平成19（2007）年度から平成24（2012）年

度までの６年間を前期とし、平成25（2013）年度から平成30（2018）

年度までを後期とします。 

 

【実施計画】 

基本計画との機能分担を踏まえ、別途計画期間を定め、ローリング※８

をしていきます。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成19年度

（2007年度） 
平成24年度

（2012年度）

基本構想（12 年間） 

基本計画（前期６年間） 基本計画（後期６年間） 

実施計画（短期間ローリング）

平成30年度

（2018年度）

※８ ローリング 

計画の実行→実施事業の分

析・評価→計画の修正・実

行という循環を繰り返して

いく方法をいう。 
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第３章  市の現況 

 
第１節 市の現況 

 

（１）位置・地勢・気候                             

本市は兵庫県のほぼ中央部、東経 135度と北緯35度が交差する「日本

列島の中心－日本のへそ」に位置しており、阪神都市圏からは60km圏内

にあります。 

地形的には、中国山地の東南端が播磨平野に接する地点にあり、西光

寺山（標高 712.9ｍ）を最高峰に四方を標高 200～ 600ｍの山地や丘陵

に囲まれ、中央部を県内最長の加古川が南流し、市域南部で杉原川、野

間川と合流しており、これらの河川沿いの平野部に集落や農地が形成さ

れています。市域は、東西約19km、南北約13km、面積は132.47k㎡で、

兵庫県面積の約 1.6％を占めています。 

気候は、瀬戸内式気候※９に属しており、気温の年較差・ 日較差が大

きい内陸型の特徴を示しています。平均気温は13.6度（平成17（2005）

年）と１年を通して比較的温暖な気候となっています。 

 12

 

 

 

瀬戸内海沿岸地域特有の気

候で、年間を通じて温暖・

少雨であることが特徴。日

照時間が長く、降水量は年

間 1,000～ 1,400mm前後で、

梅雨期と台風時に集中し、

その他の期間は少ない。 

※９ 瀬戸内式気候 

西脇市 
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（２）沿革 

本市は、縄文後期以降、各年代にわたりさまざまな遺跡があることか

ら、住みやすい地であったことがうかがえます。 

中世においては、中央の貴族や寺社の荘園として繁栄し、這田庄、富

田庄、比延庄、黒田庄などが存在していました。 

近世においては、農業を中心とした農村集落が点在しており、早くか

ら綿作が行われ、江戸時代には農閑期の副業として綿織物が作られるよ

うになりました。また、幕藩体制当初は市域の大部分が姫路藩の所領で

したが、幕末期には天領や多くの藩の支配領地が混在していました。 

明治期の廃藩置県の後、明治９（1876）年に兵庫県となり、明治22

（1889）年の市制町村制施行に伴い、多可郡津万村ほか５村が誕生しま

した。また、この頃から江戸時代以来の家内工業であった綿織物が次第

に工場生産へと移り、「播州織」としてその名が広く知られるようにな

りました。こうした織物産業の成長と鉄道の開通に伴い、耕地整理の終

了した現在の西脇地区を中心に住宅や商店が立ち並び、市街地が形成さ

れてきたことから、大正６（1917）年に津万村が町制施行し、西脇町と

なりました。 

戦後、織物・釣針といった地場産業の興隆を背景に、歴史的・経済的

につながりの深い西脇町・日野村・重春村・比延庄村の１町３村が、昭

和27（1952）年に合併し、県内内陸部では最初の市となる西脇市が誕生

しました。さらに、昭和29（1954）年には、加西郡芳田村を編入し、播

磨内陸地域の拠点都市として発展を遂げてきました。 

また、明治期に多可郡黒田庄村として発足し、以来合併することなく、

昭和35（1960）年に町制施行した黒田庄町では、近代以降は織物・釣針

産業の興隆に伴い、西脇経済圏の一角を担うとともに、黒田庄和牛の生

産と有機土壌化の推進など、農業の振興に力が注がれてきました。 

平成17（2005）年、地理的・歴史的・経済的につながりの深い西脇市

と黒田庄町が新設合併し、新「西脇市」が誕生しました。 

なお、「西脇」の名の由来は、中心市街地を形成する西脇地区が、古

来この地の呼び名であった都麻（津万）郷の西側であること、あるいは、

室町時代に当地を治めていた城の西側に位置していたことから名付けら

れたとの説が伝えられています。 

 

（３）交通条件 

道路交通網は、東播磨臨海部と北近畿を結ぶ広域幹線道路である国道 

175号が市域中央部を流れる加古川に沿って南北に走っているほか、国

道 427号、県道黒田庄多井田線、県道上鴨川西脇線、主要地方道西脇八

千代市川線などが隣接市町を結んでいます。また、本市の南側には京阪

神地域と直結する中国自動車道が走っており、路線バスで大阪から約90
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分の距離にあります。 

鉄道は、平成16（2004）年に電化されたＪＲ加古川線が山陽本線加古

川駅と福知山線谷川駅を結んでおり、神戸から約80分の距離にあります。 
 

（４）人口・世帯 

＜人口・世帯数＞ 

ここでは、本市と同じ北播

磨地域にあり、人口規模が

近い小野市・加西市・加東

市を示し、現況の比較対象

としている。 

※10 北播磨３市 ・ 本市の人口は、北播磨３市※10（小野市・加西市・加東市）が増加又

はほぼ横ばいである中、昭和35（1960）年の51,173人をピークに減

少傾向にあり、平成17（2005）年には、43,953人となっており、県

内29市中24位となっています。また、平成12（2000）年からの減少

率では、 3.9％となっており、県内の市で23位となっています。 

・ １世帯当たりの人員も年々減少しており、平成17（2005）年には兵

庫県平均の 2.58人を上回っているものの、北播磨３市と比較して

最も少なくなっており、 ３人を下回り、2.97人となっています。 

 
総人口の推移
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資料：国勢調査 

 

＜年齢別人口＞ 

・ 年齢３区分の人口は、65歳以上の高齢者人口割合が大きく増加して

おり、平成17（2005）年には兵庫県平均の19.8％を上回る23.9％と

なり、北播磨３市と比較して最も高くなっています。また、ひとり

暮らしの高齢者の割合も北播磨３市と比較して際立って高く、約15

％となっています。 

・ 平成17（2005）年の５歳階級人口を兵庫県と比較すると、全体では

ほぼ同様の構成を示していますが、本市では進学・就職期に当たる

20～24歳の若年層が極端に少なくなっています。 

 

 

 

 14



                                          Ⅰ 序 論       

 15

 
高齢者人口割合の推移
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資料：国勢調査  

 

＜人口流動・異動＞ 

・ 常住人口と昼間人口※11を比較すると、事業所・商店などの就業地や

３つの高等学校が所在していることから昼間人口の方が若干多く

なっていますが、その差は年々縮まっており、市内での就業者の割

合も低下しています。 

※11 常住人口と昼間人口 

国勢調査においては、調査

時に対象地域に常住してい

る者を「常住人口」とい

い、常住人口に通勤・通学

による流入人口と流出人口

を加減したものを「昼間人

口」という。 ・ 流入元・流出先は、隣接する多可町・加東市との結びつきが強く

なっています。 
・ 人口動態は、社会減少（転出）が拡大傾向にあるとともに、少子高

齢化の影響により、これまで増加していた自然増減も減少に転じる

傾向がみられます。 
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＜地区別人口＞ 

・ 市内の地区別の人口は、中心市街地である西脇地区で大幅な減少と

高齢化の進行がみられる一方、南部の野村地区での大幅な増加がみ

られます。 
                 ＜地区別人口の推移＞        （単位：人） 

 
1975年 

（S50） 

1980年

（S55）

1985年

（S60）

1990年

（H2）

1995年

（H7）

2000年 

（H12） 

2005年 

（H17） 

増加率 

Ｓ50→Ｈ17

西脇地区 7,035 6,291 5,703 5,293 5,041 4,659 4,353 ▲38.1％

津万地区 6,319 5,962 5,891 5,689 5,680 5,706 5,389 ▲14.7％

日野地区 7,739 7,852 8,089 8,007 7,889 7,739 7,338 ▲5.2％

野村地区 3,021 4,186 4,773 4,946 5,488 5,800 6,236 106.4％

重春地区 7,091 6,948 6,856 6,562 6,446 6,402 5,940 ▲16.2％

比延地区 4,632 4,496 4,767 5,006 4,946 4,753 4,602 ▲0.6％

芳田地区 2,272 2,568 2,691 2,727 2,767 2,709 2,410 6.1％

黒田庄地区 8,074 8,077 8,119 7,990 8,082 7,950 7,685 ▲4.8％

 資料：国勢調査

 
 

本市の人口は、出生数の減少、転出超過により減少が続いており、少子

高齢化が急速に進んでいます。さらに、市内就業者の割合が年々減少して

いることや、流入人口よりも流出人口の増加傾向が上回っていることから、

播磨内陸地域の拠点都市としての地位が低下してきているものと考えられ

ます。 

 
 

（５）産業・経済 

＜産業別就業者数＞ 

金融・保険業、不動産業、

流通業（商業）、サービス

業など、第１次産業にも第

２次産業にも分類されない

産業のこと。情報・知識を

集約する点に特徴がある。 

※12 第３次産業 ・ 産業別の就業者人口は、全国的な傾向と同じく第３次産業※12の就業

者割合が増加傾向にあり、平成17（2005）年では５割以上を占めて

います。 
・ 織物・釣針などの地場産業があることから、第２次産業※13の就業者

割合が兵庫県の平均以上となっています。 
地下資源の採取、又は（第

１次産業が生産した）材料

を加工して工業製品をつく

る産業のこと。製造業（工

業）、建設業、鉱業など。 

※13 第２次産業 

 
＜事業所数・従業者数＞ 

・ 昭和56（1981）年以降、市内の事業所数は減少傾向にありますが、

従業者数は横ばいで推移しています。また、産業分類別では、製造

業の事業所数・従業者数が大幅に減少し、サービス業の事業所数・

従業者数が増加しています。この傾向は、兵庫県・北播磨３市に共

通しています。 
 

 16
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＜商業＞ 

・ 商店数・従業者数・年間販売額は、北播磨３市と比較していずれも

最も多くなっていますが、商店数と商品年間販売額は減少傾向にあ

り、従業者数は横ばいで推移しています。 

・ 小売業の年間販売額を兵庫県・北播磨３市と比較すると、人口１人

当たりの年間販売額が最も多くなっていますが、１店舗当たりの年

間販売額は、兵庫県の平均を下回っています。 

 
年間販売額

1,108

1,232

1,390

1,5211,4821,621
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791822
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530599630
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資料：商業統計調査

 
＜工業＞ 

・ 平成16（2004）年の人口１人当たりの製造品出荷額等は、兵庫県平

均を上回るものの、北播磨３市と比較すると最も少なくなっていま

す。また、従業者数も最も少なくなっています。 

・ 産業別の製造品出荷額等は、繊維工業は著しく減少しており、播州

織の生産数量・生産金額についても減少傾向を示しています。また、

播州釣針の企業数・従業者数は減少傾向にあるものの、生産数量・

生産金額は、ほぼ横ばいで推移しています。 
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製造品出荷額等
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資料：工業統計調査

資料：播州釣針協同組合

資料：播州織工業組合

播州釣針生産数量及び生産金額

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

1996年

（Ｈ８）

1997年

（Ｈ９）

1998年

（Ｈ10）

1999年

（Ｈ11）

2000年

（Ｈ12）

2001年

（Ｈ13）

2002年

（Ｈ14）

2003年

（Ｈ15）

2004年

（Ｈ16）

2005年

（Ｈ17）

(万本)
100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

(万円)

生産数量 生産金額

播州釣針生産数量・生産金額の推移 

播州織物の生産数量及び生産金額

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

1996年

（Ｈ８）

1997年

（Ｈ９）

1998年

（Ｈ10）

1999年

（Ｈ11）

2000年

（Ｈ12）

2001年

（Ｈ13）

2002年

（Ｈ14）

2003年

（Ｈ15）

2004年

（Ｈ16）

2005年

（Ｈ17）

(千㎡) 0

15,000

30,000

45,000

60,000

75,000

(百万円)

輸出 内需 生産金額

播州織物の生産数量・生産金額の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜農業＞ 

・ 農業は水稲の生産が中心となっており、北播磨３市と比較して、田

畑に利用できる平たん地の割合も少なく、農家１戸当たりの農地面

積が狭いこと、また、地場産業である織物業関連の従事者が多かっ
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たことから、農家数・経営耕地面積・農業産出額のいずれも最も少

なくなっており、年々減少傾向にあります。 
・ 畜産では、本市の特産品の柱であり、神戸ビーフを供給する「黒田

庄和牛」が、約 1,500 頭飼育されています。 

 
農業産出額
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（百万円） 農業産出額の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：近畿農政局兵庫農政事務所 
 

＜観光客数＞ 

・ 北播磨地域の観光客数が増加する中、東はりま日時計の丘公園の開

設や北はりま田園空間博物館事業の展開などにより、本市において

も観光客数が大幅に増加しており、特に日帰り観光客数については、

平成17（2005）年度には、平成６（1994）年度と比較して倍増の約

92万人となっています。 

 
＜総生産・所得＞ 

・ 就業者１人当たりの総生産額は、平成16（2004）年では約 574万円

となっており、平成２（1990）年以降、いずれの年も兵庫県平均・

北播磨３市を下回り、県内29市のうち27位となっています。 

・ 本市の総所得は、平成８（1995）年をピークに減少し、平成16

（2004）年には、約 1,020億円と平成２年以降で最も低くなってい

ます。 

・ 平成16（2004）年の人口１人当たりの市民所得（雇用者報酬・財産

所得・企業所得）は、約 228万円と兵庫県平均・北播磨３市ともに

下回っており、県内29市のうち27位となっています。 

・ 平成16（2004）年の市内総生産（名目）では、北播磨３市と比較し

て、製造業の生産額・比率ともに顕著に低くなっている一方、卸売

小売業・金融保険業・サービス業の生産額・比率が高くなっていま

す。 

・ 平成15（2003）年の人口１人当たりの個人所得（課税対象所得額）

は、約 111万円と全国平均・兵庫県平均の８割程度となっており、

北播磨３市を下回っています。また、１世帯当たりの所得では、北
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播磨地域の市町で最も低くなっています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の産業は、一定の商業基盤が形成されており、地域の拠点になって

いるものの、基幹産業である播州織の衰退などにより製造業が低迷してお

り、このことが地域経済全体の低迷につながっていることがうかがえます。

また、この影響を受け、市内総生産・市民所得ともに、兵庫県平均や周辺

都市を下回っているものと考えられます。 

 
 

（６）土地・社会基盤・市民生活 

＜土地利用＞ 

・ 地目別面積（課税対象分）では、山林が約７割を占め、加古川と杉

原川の合流部に広がる平たん地を中心に市街地が形成され、周辺部

では農村地域が広がっ 

ています。 

・ 可住地面積※14の割合が 

29.1％と、北播磨３市 

がいずれも50％を超え 

る中、非常に少なくな 

っています。 

・ 市域面積の約６割、人 

口の約８割が住む地域 

が都市計画区域※15に指 

定されています。 

※14 可住地面積 

人が住むことができる平野

部をいい、総面積から林野

面積と主要湖沼面積を差し

引いた面積を指す。 

※15 都市計画区域 

都市計画法により、規制対

象となる地域。市町村の行

政区域にとらわれず、一体

の都市として総合的に整備

し、開発し、及び保全する

必要がある区域を都道府県

知事が指定して設定する。

本市は、東播都市計画区域

及び中都市計画区域（一

部）に含まれる。 

 

資料：兵庫県市町民経済計算 

資料：兵庫県主要統計指標 

山林 66.5%

宅地
 11.5%

畑 1.2%
田

15.6%

雑種地
5.0%牧場・原野

0.2%

地目別面積の割合（2005（Ｈ17）年） 

【西脇市】 【北播磨３市合計】 

市内総生産（名目）の構成比（2004（Ｈ16）年） 

運輸通信業
4.2%

公務
6.1%

ｻ-ﾋﾞｽ業
13.7%

不動産業
14.6%

金融保険業
1.7%

卸売小売業
5.8%

電気ｶﾞｽ水道
3.0%

建設業
3.9%

製造業
45.6%

第１次産業
1.0%

鉱業
0.4%

運輸通信業
4.9%

製造業
25.3%

鉱業
0.3%

第１次産業
0.6%

建設業
5.0%

電気ｶﾞｽ水道
2.1%

卸売小売業
10.9%

金融保険業
7.0%

不動産業
17.6%

ｻ-ﾋﾞｽ業
21.1%

公務
5.3%
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土地利用状況図 

 
 
 

＜社会基盤＞ 

・ 道路の整備状況は、平成17（2005）年では、舗装率92.4％、改良率

65.1％となっており、ともに兵庫県平均以上となっています。 

 
 
 
 
 

・ 上水道等普及率は、平成17（2005）年では99.6％、下水道等普及率

は、平成18（2006）年では97.8％となっており、整備はほぼ完了し

ています。 

・ 住環境については、平成17（2005）年では、持ち家比率が78.1％、

１世帯当たり延べ床面積は 134.5㎡となっており、ともに兵庫県の

平均を上回っています。また、一般世帯数に占める公営住宅の割合

が、 7.8％（平成18（2006）年）と近隣市町に比較して、非常に高

くなっています。 

・ 鉄道・路線バスともに、運行便数が少ないため、利便性が低くなっ

ており、利用人員は減少傾向にあります。 

・ 医療施設は、地域の中核的な医療機関として病床数 320床を擁する

市立西脇病院をはじめ、41箇所の病院・診療所（平成16（2004）

年）があります。また、人口 1,000人当たりの医療施設数は0.91箇

所、医師数は2.05人と兵庫県平均とほぼ同じであり、北播磨３市と

比較すると最も多くなっています。しかし、今後は医療制度改革に

伴う地方での医師不足の深刻化が懸念されています。 

・ 福祉施設については、特別養護老人ホーム３箇所、介護老人保健施

設１箇所などが設置されており、高齢者施設は比較的に充実してい
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ます。また、保育所の施設充足率もほぼ 100％（平成18（2006）

年）となっています。 

・ 教育施設については、幼稚園・小学校が８箇所、中学校が４箇所、

高等学校が３箇所あります。高等学校を除く１学級当たりの児童・

生徒数（平成17（2005）年）は、30人以下となっています。 

・ 文化施設については、市民会館や音楽ホールなどが整備されており、

スポーツ施設については、多目的グラウンドが９箇所、屋内体育施

設が６箇所あるなど、比較的に整備されており、周辺市町と同程度

の水準にあるといえます。 

 

＜市民生活＞ 

・ 「新市まちづくり計画」策定時の市民意向調査（平成15（2003）年

11月実施）では、日用品の買物、医療・福祉施設の利用など、日常

行動の多くが市内で行われています。 

・ 文化鑑賞や高価な買物、身近な行楽地として阪神都市圏への行動が

多くみられます。 

 
 

本市では、市域の約７割を山林が占めており、河川沿いに広がった少な

い平たん地を中心に、集落や農地が形成されています。また、道路や上・

下水道などの生活基盤や、文化・スポーツ施設などもおおむね整備が進ん

でおり、市民の日常行動が主に市内で行われていることからも、一定の都

市的機能が充実していることがうかがえます。一部の日常行動では、アク

セスが比較的に容易な阪神都市圏とのつながりもうかがえます。 

 
 

（７）市民活動 

＜ボランティアやＮＰＯ※16活動、協働事業＞ 

（民間非営利組織）の頭文

字をとったもので、株式会

社や営利企業とは違い、社

会的活動を目的とし、収入

から費用を差し引いた利益

を関係者に分配せず、次の

活動に再投資する組織をい

う。 

Non Profit Organization 

※16 ＮＰＯ ・ 西脇市社会福祉協議会に登録しているボランティア団体数（平成17

（2005）年度末）は、38団体、 878人となっています。 

・ 本市を拠点としているＮ 

ＰＯ法人（平成18（2006） 

年度）は、６団体ありま 

す。 

機会があれば・可能な
範囲で参加する
　　　　51.8%

参加したい
　　　 9.2%

無回答・その他
　　 13.1%

わからない・どちら
ともいえない
　　　 18.9%

関心がない
　 7.0%

まちづくり活動への参加意識 

 

＜市民のまちづくり活動への参 

加意識＞ 

・ 「市内地区まちづくり計 

画アンケート調査」（平 

成15（2003）～18（2006） 

年度実施）の結果では、 

 22
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「ぜひ参加したい・積極的に参加したい」が 9.2％、「機会があれ

ば参加する・可能な範囲で参加する」が51.8％となっており、何ら

かの形でまちづくり活動への参加意向を持っている人が全体の６割

を超えています。 

 

 
本市では、ボランティア団体など各種団体が活動しており、行政施策と

して市民主体のまちづくり活動に対する支援も展開されています。また、

市民のまちづくり活動への参加意識も高くなっていることから、今後は、

多様な主体によるまちづくりを進めていくため、こうした社会的活動への

参加機会の創出や、組織の育成支援に努めていくことが求められています。 

 

 

（８）行財政 

         ＜財政状況＞ 

自治体間の財政比較や統一

的な掌握ができるようにす

るため、地方財政統計上統

一的に用いられる会計区分

で、企業会計や国民健康保

険など特定の目的で設置さ

れた会計を除いた会計のこ

とをいう。 

※17 普通会計 
・ 本市（旧西脇市と旧黒田庄町の合計）の普通会計※17の歳入は年々減

少傾向にあり、平成８（1996）年度に約 213億円であったものが、

平成17（2005）年度には約 188億円と約12％減少しています。 

・ 自主財源の根幹となる市税は、平成８（1996）年度の約65億円を

ピークに年々減少傾向にあり、人口減少や景気の低迷などの影響で、

個人・法人市民税の割合が減少し、固定資産税の割合が６割近くに

増加してきています。 

・ 地方交付税※18は、国の三位一体の改革※19などの影響により、平成

12（2000）年度の約51億円をピークに減少傾向にありますが、歳入

全体の約２割（平成17（2005）年度）を占めています。 

 

 

 

 

※18 地方交付税 

すべての都道府県や市町村

が、等しくかつ適切な水準

で自主的に行政サービスを

行うために必要な経費につ

いて、国税の一定割合をそ

の総額として、国が交付す

る税（交付金）をいう。 地

方交付税は、一般財源とさ

れ、その使い道に制限はな

い。 

歳入及び地方税、地方交付税の占める割合の推移

16,000.0

17,000.0

18,000.0

19,000.0

20,000.0

21,000.0

22,000.0

1996年度
(H8)

1997年度
(H9)

1998年度
(H10)

1999年度
(H11)

2000年度
(H12)

2001年度
(H13)

2002年度
(H14)

2003年度
(H15)

2004年度
(H16)

2005年度
(H17)

歳
入

（
百
万
円

）

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%
地
方
税

、
地
方
交
付
税
の
割
合

（
％

）

歳入 地方税の割合 地方交付税の割合

歳入、地方税・地方交付税の占める割合の推移 

 

 

 

 

 

①国庫補助負担金の廃止・

縮減、②地方交付税の縮

小、③地方への税源移譲の

３つを一体で行う改革のこ

と。2003年の６月27日に閣

議決定された、小泉内閣の

「骨太の方針第３弾」で示

された。 

※19 三位一体の改革 

 

 

 

※20 投資的経費 

経費の支出効果が固定的な

資本形成に向けられるもの

で、施設などストックとし

て将来に残るものに支出さ

れる経費をいう。予算科目

では、普通建設事業・災害

復旧事業・失業対策事業を

指す。 

資料：地方財政状況調査 

・ 普通会計の歳出は、投資的経費※20が減少傾向にある一方、特別会計※21 

への繰出金や企業会計※22などへの負担金である補助費等の割合が高 

くなっています。 
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・ 普通会計の地方債現在高※23は、平成８（1996）年度～17（2005）年

度にかけて約 150億円前後で推移しており、特別会計や企業会計の

地方債残高をあわせると 500億円以上にのぼっています。 

特定の事業を行う場合や特

定の収入で事業を行う場

合、経理を他の会計と区別

する必要があるため、法律

や条例に基づいて設置する

もの。 

※21 特別会計 

・ 積立金は、約40～60億円で推移していますが、歳入の減少に伴い、

財政調整基金※24を取り崩した厳しい財政運営が強いられています。 

 24

 

 

 

 

 

 

地方公共団体が発行する公

債（債券）の残高のこと。

いわゆる借金の残高 

※23 地方債現在高 

特別会計の中で、病院・水

道など事業収益をあげて、

その収益でまかなう会計の

ことをいう。 

※22 企業会計 

積立金現在高、地方債現在高の推移
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積立金現在高・地方債現在高の推移 

 

 

 

 

 

積立金の１つで、財政に余

裕があるときに積立て（貯

金）をして、経済不況など

による税収入の減少や、災

害などにより、予定外の支

出増を余儀なくされるよう

な場合に、取崩しを行う基

金 

※24 財政調整基金 

 
資料：地方財政状況調査 

 

財政構造の弾力性を示す指

標で、税など経常的に収入

される一般財源を、人件

費・扶助費・公債費などの

経常的に支出する経費にど

の程度充当しているかを示

す指標 

※25 経常収支比率 ・ 財政指標のうち、経常収支比率※25については、高い水準にあり、財

政の硬直化がみられます。また、財政力指数※26については、0.60

（平成17（2005）年度）となっており、北播磨３市のうち小野市・

加東市を大きく下回り、十分な自主財源が確保されていない状況に

あります。 

地方公共団体の財政基盤の

強弱を示す指標で、標準的

な行政活動に必要な財源を

どれくらい自力で調達でき

るかを表している。一般的

に１に近いほど、又は１を

超えるほど財源に余裕があ

るとされる。 

※26 財政力指数  

＜職員の状況＞ 

・ 職員数は、ほぼ横ばいで推移しており、平成18（2006）年で 727人

となっています。 
・ 北播磨３市と比較すると、市民 1,000人当たりの職員数では、病床

数 320床を擁する市立西脇病院があることから最も多くなっていま

すが、普通会計部門の職員は 7.0人と小野市に次いで低くなってお

り、年々減少傾向にあります。 
 

 
 

各種福祉サービスなど社会

保障にかかわる経費をい

う。公的扶助制度である生

活保護法・老人福祉法・児

童福祉法などのほか、自治

体が独自の施策として実施

している福祉制度による経

費も含まれる。 

※27 扶助費 

本市では、地方税・地方交付税を中心に歳入が減少しており、今後も、

人口減少、国の行財政改革の推進などにより、一層の減少が見込まれる一

方、少子高齢化による扶助費※27の増大や大型事業の起債償還、さらには社

会資本※28の維持や更新に伴う経費の支出が見込まれることから、歳出の増

加は避けられず、財政状況がますます厳しくなることが懸念されます。し

たがって、限られた財源の中で、効率よく行政運営を行っていくことが求

められています。 

※28 社会資本 

道路・港湾・上下水道・公

園・公営住宅・病院・学校

など、産業や生活の基盤と

なる公共施設のこと。社会

共通資本ともいう。 
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（９）西脇市の「強み」と「弱み」 

          本市を取り巻く現況から、本市の「強み」と「弱み」の特性を次のと

おり整理します。 
 

＜強み＞ 

 
・ 道路、上・下水道、公共施設などの一定の生活基盤が整備され

ており、市民生活を支える社会資本が比較的に整っています。 
・ 播州織や播州釣針など古くからの地場産業が基幹産業となって

います。また、一定の商業基盤が形成され、播磨内陸地域の商

業拠点となっています。農業分野では、黒田庄和牛などの地域

ブランドがあります。 

地域内に居住する定住人口

に対し、通勤・通学・文

化・スポーツ・買物・観光

などを目的として、地域外

から訪れる人をいう。 

※29 交流人口 ・ 阪神都市圏から１時間圏内に位置するため、交流人口※29が増加

しています。 
・ 北播磨３市と比較して可住地面積が狭いものの、自然環境に恵

まれており、市民意向調査では、このことが定住したい要因の

１つとなっています。 
・ まちづくり活動への市民の参加意識が潜在的に高くなっていま

す。 
・ 市町合併により、行財政の効率化と効果的な投資を図ることが

できる状況にあります。 

 

＜弱み＞ 

 
・ 少子高齢化の急速な進行と転出超過に伴い、横ばいにあった定

住人口が減少傾向にあります。 
・ 市内の総生産・市民所得も周辺都市と比較して低くなっており、

地域経済が低迷しています。 
・ 新規企業の立地が少なく、地域の経済的な依存度が高い地場産

業が低迷しているため、ぜい弱な産業構造となっています。 
・ 農業の生産力が低下している中、米作中心であるため、農産物

の加工など多様な農業施策の展開が困難となっています。 
・ 地域内外を結ぶ鉄道・路線バスなどの公共交通の利便性が低く、

利用人員が少なくなっています。 
・ 財政状況は、歳入である地方税や地方交付税が減少傾向にある

一方、今後、扶助費をはじめとする歳出の増加が見込まれ、厳

しい財政運営が予想されます。 
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第２節 市民意向  
 

（１）将来のまちづくりに必要な施策について 

「新市まちづくり計画」の策定に当たり、平成15（2003）年11月、市

民 4,000人を対象に実施した市民意向調査（回答率46.2％）では、全体

的に「まちの現状の満足度」が低い施策や、最近の地域課題として注目

されている施策の重要度が高くなっています。 

生活基盤分野では、「公共交通の利便性」が最も高くなっています。

公共交通の利便性については、現状に対する満足度についても最も低く

なっているため、今後の充実が強く求められていると考えられます。次

いで、「暮らしの安心・安全対策の充実」を望む割合が高くなっていま

す。 

教育・文化分野では、「生涯学習施設の充実」が最も高く、次いで

「幼児教育・学校教育の充実」、「青少年の健全育成に向けた取組」と

なっています。また、若年層を中心に、生涯学習施設の充実が求められ

ているとともに、近年、社会問題となっている学校教育や犯罪の低年齢

化を反映し、50歳代以上では、青少年の健全育成に向けた施策の充実が

求められています。 

健康・福祉分野では、「病院・診療所等の医療施設の充実」と「高齢

者福祉施設の整備・支援の充実」の上位２項目の割合が他の項目と比較

して非常に高くなっていることから、医療施設や高齢者福祉施設の一層

の充実が強く求められていることがうかがえます。また、若年層を中心

に「子育てを支援する体制・施設の充実」を求める割合が高くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分野別施策の重要度】（上位３項目） 

生

活

基

盤

教

育

・
文

化

健

康

・
福

祉 

産

業

住

民

参

加

41.5

36.7

25.8

33.8

31.6

31.1

42.0

40.8

25.0

0 20 40 60

公共交通の利便性

くらしの安心・安全対策の
充実

身近ないこいの場の充実

生涯学習施設の充実

幼児教育・学校教育の
充実

青少年の健全育成に
向けた取組み

病院・診療所等の
医療施設の充実

高齢者福祉施設の整備・
支援の充実

子育てを支援する体制・
施設の充実

55.5

33.7

28.5

30.6

25.4

20.4

0 20 40 60

地域内の雇用の確保・
労働対策の充実

新規企業の誘致・
新産業の創出

商業の振興・買物の
利便性の向上

近所と助け合い、支えあう
環境づくり

情報公開など開かれた
行政の推進

官民協働によるまちづくり
の推進

暮らし 
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産業分野では、「地域内の雇用の確保・労働対策の充実」が最も高く、

他の項目と比較しても非常に高い割合となっています。現状に対する満

足度についても最も低かったことから、低迷する経済・雇用情勢を反映

し、雇用の確保をはじめ経済基盤の強化が強く求められていることがう

かがえます。 

住民参加分野では、「近所と助け合い、支え合う環境づくり」、「情

報公開など開かれた行政の推進」、「官民協働によるまちづくりの推

進」が上位３項目にあげられています。地域の自治活動を活発に行うこ

とができる環境づくりとそれに対する行政の支援が求められていること

がうかがえます。 

 

（２）本市での生活実感（豊かさ）について 

やや豊かで
ある
25.8%

豊かである
4.0%

不明
3.7%

わからない
9.9%

豊かでは
ない
18.6%

あまり豊か
ではない
37.9%

この計画の策定に当たり、平成18（2006）年10月、市民 3,000人を対

象に実施した市民意向調査（回答率39.2％）では、本市での生活につい

て、「豊かである」と感じている人の割合が 4.0％、「やや豊かであ

る」が25.8％となっており、計29.8％が今の生活を豊かだと感じていま

す。一方、「あまり豊かではない」が37.9％、「豊かではない」が

18.6％となっており、あわせて56.5％と半分以上の人が「豊かではな

い」と感じている結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）まちづくりの方向性について 

今の西脇市での生活実感について 

前述の調査において、これからのまちづくりにおいて特に望まれる項

目について聞いたところ、「保健・医療・福祉サービスが充実した、健

康で安心して暮らせるまち」が59.7％と最も多く、次いで「災害・事

故・犯罪が少ない、暮らしの安全が守られているまち」が37.7％、「産

業（農林業・商工業など）の活力にあふれ、働く場がたくさんあるま

ち」が33.6％と続いています。 



 いのちいきいき 自然きらきら 共生のまち にしわき                                   

 
 

これからの西脇市のまちづくりにおいて、特に望まれる項目

59.7%

33.6%

14.2%

37.7%

9.8%

11.7%

3.8%

15.9%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

保健・医療・福祉サービスが充実した、健康で安心して暮らせるまち

産業（農林業・商工業など）の活力にあふれ、働く場がたくさんあるまち

教育（学校教育・生涯学習）環境が充実し、いきいきと活躍できるまち

災害・事故・犯罪が少ない、暮らしの安全が守られているまち

道路や生活基盤が充実した、便利で快適に暮らせるまち

豊かな自然と快適な生活環境が守られているまち

市民活動が活発で、さまざまな分野での市民参画が盛んなまち

効率的で透明性の高い行政運営がされているまち

その他

これからの西脇市のまちづくりにおいて、特に望まれる項目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※30 市が提供するサービス 

ここでは、医療・福祉、教

育・文化、産業振興、都市基

盤整備、環境保全など、行政

が市民からの税金や手数料な

どによって、市民の生活を支

えるために提供しているサー

ビスをいう。 

市が提供するサービス※30と市民の負担のあり方については、「市が提

供するサービスのうち、自分たちでできることは自分たちで行い、サー

ビス全体の維持・向上を図り、税・公的保険料・手数料などの市民負担

は維持又は微増にとどめる。（協働によるサービス維持・向上、負担維

持・微増）」が50.0％と半数を占めていることから、今後は市民と行政

の協働による公共的なサービスの維持・向上を進めていくことが求めら

れています。 

市のサービス減少、
負担維持
27.0%

市のサービス拡大、
負担増
4.8%

不明
4.2%

わからない
9.0%

その他
4.9%

協働によるサービス
維持・向上、負担維
持・微増
50.0%

市が提供するサービスと市民の負担のあり方 
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第４章  社会潮流 

 

（１）少子高齢化の進行と全体人口の減少 

わが国の総人口は、平成17（2005）年には死亡数が出生数を上回り、

人口減少に転じたとの報告が厚生労働省から出され、今後も年少人口が

減少する一方で高齢者が増え、平成27（2015）年頃には、国民の４人に

１人が65歳以上になることが予測されています。 

こうした人口構造の変化により、高齢者を支える若年労働力人口が減

少し、社会全体の活力の低下が懸念されるとともに、医療・福祉などの

社会保障費の増加が見込まれることから、超高齢社会※31に対応した持続

可能な社会システムの整備が求められています。 

※31 超高齢社会 

人口高齢化率が20％を超える

社会で、それが長寿化による

ものばかりでなく、持続的な

出生率低下（少子化）によっ

て、急速に進んだ高齢化社会

のこと。 

また、合計特殊出生率※32は年々低下を続け、平成17年には過去最低の 

1.26となり、長期的に人口を維持できる水準である2.07を大きく下回っ

ています。このため、平成15（2003）年には「次世代育成支援対策推進

法」や「少子化社会対策基本法」が成立し、少子化対策や子育て支援に

向けた行動計画が各自治体において策定され、安心して子どもを生み育

てることのできる環境づくりや子育て支援サービスの拡充が図られてき

ており、家庭や学校だけでなく、地域社会全体での取組が求められるよ

うになっています。 

※32 合計特殊出生率 

15～49歳までの女子の年齢別

出生率を合計したもので、１

人の女性が生涯に産む子ども

の平均数をあらわす。 

今後は、一層の少子化対策や医療・福祉施策の充実など、人口構造の

変化に応じた効果的な施策の展開が必要となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

（２）地方分権の進展と行財政改革の推進 

平成12（2000）年には「地方分権の推進を図るための関係法律の整備

等に関する法律（いわゆる地方分権一括法）」が施行され、国から地方

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」 

総人口・年齢４区分別人口の推移 
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への事務権限の移譲によって、住民に最も身近な基礎的自治体である市

町村の役割がますます大きくなっています。 
国では、分権型システムの構築に向け、自治体規模の拡大と行財政基

盤の強化を目的に市町村合併を推進するとともに、地方自治体の自主

性・自律性を高め、財政の効率化を図ることをねらった、いわゆる三位

一体の改革に取り組んでいます。また、国・地方自治体ともに長期的な

景気の低迷によって財政状況は非常に悪化しており、近年では国の歳入

に占める国債の依存度は40％を超えています。 

このような状況の下、新たな行政課題への対応や活力ある経済社会の

創造に向け、行財政改革に取り組む必要があることから、国では「小さ

な政府※33」を目指した構造改革を推進し、地方自治体においても、効率

的な行政体制の整備や事務事業の見直しなど社会環境の変革に対応した

適切な行政運営を進めていく時代になっています。 
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政府の市場への介入を最小限

にし、個人の自己責任を重視

することにより、国家による

社会政策を最小限にする考

え。政府活動の割合を低下さ

せるため、低い税率と少ない

歳出を志向する。わが国で

は、公共サービスの民営化な

どの政策が進められている。 

※33 小さな政府 

国の歳出総額等の推移
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              注）2005 年は補正後予算額 資料：財務省公表資料

 

（３）情報ネットワーク社会の到来 

パソコンや携帯電話などの情報通信機器が飛躍的に普及したことによ

り、日常生活におけるインターネットの利用が急速に拡大し、平成15

（2003）年には人口普及率が60％を超えました。急速な情報化の進展は、

産業経済の発展や日常生活に新たな可能性をもたらし、今後も情報通信

機器の高度化と高速通信網の整備などに伴う利用環境の向上により、情

報通信技術を利用したサービスの進展が見込まれます。このような背景

から、国では「いつでも、どこでも、何でも、だれでも」情報通信ネッ

トワークにつながり、情報の自在なやり取りなど多様なコミュニケー

ションができるユビキタス※34社会の構築を進めています。 ※34 ユビキタス 

語源はラテン語で、「至ると

ころに存在する（偏在）。」

という意味。インターネット

などの情報ネットワークに、

いつでも、どこからでもアク

セスできる環境を指す。 

そのため、平成15年に「電子政府構築計画」を策定するとともに、住

民基本台帳ネットワークシステム※35が本格稼動するなど、情報通信技術

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%94%BF%E5%BA%9C
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%82%E5%A0%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%80%8B%E4%BA%BA
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B2%AC%E4%BB%BB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E5%AE%B6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A4%BE%E4%BC%9A
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地方公共団体共同のシステム

として、居住関係を公証する

住民基本台帳のネットワーク

化を図り、４つの情報（氏

名・生年月日・性別・住所）

と住民票コード等により、全

国共通の本人確認を可能とす

る。 

※35 住民基本台帳ネット

ワークシステム 
を活用した幅広い行政サービスの展開が図られています。今後も、日常

的な情報提供をはじめ、在宅での医療・福祉、学習活動、防災情報など

情報通信技術を活用した多様なサービスの可能性が見込まれています。 

一方で、情報通信基盤の整備水準、情報通信機器の利用方法や技術の

程度による情報格差が懸念されています。また、コンピュータウィルス

や不正アクセスなどのサイバー犯罪、さらには企業の顧客情報の大量流

出が問題になるなど、情報ネットワーク社会におけるセキュリティの確

保や個人情報の保護も新たな課題となっています。 
 

（４）環境意識の高まりと持続可能な社会※36の実現に向けた取組の進展 

1987年に国連の「環境と開発

に関する世界委員会」の報告

書に基づく言葉で、環境と開

発を相反するものではなく、

互いに依存するものとしてと

らえた考え方。環境面だけで

なく、社会・経済面で、現在

の利益だけにとらわれずに、

将来の世代にも配慮した、長

期的な視点から利益を重視し

た考え方を持つ社会をいう。 

※36 持続可能な社会 世界人口の増大と社会経済活動の発展に伴って、食料やエネルギー資

源への需要がますます高まる中、地球温暖化をはじめ、熱帯雨林の減少、

酸性雨の発生、オゾン層※37の破壊など地球規模での環境問題が深刻化し

ています。 

このため、これまでの大量生産・大量消費・大量廃棄型の企業活動や

ライフスタイルを見直し、環境への負荷が少ない持続可能な社会を構築

していくことが求められています。 

地上20km～25kmの成層圏にあ

るオゾンでできた層。太陽か

らの紫外線を吸収し、人体に

悪影響を及ぼす有害な紫外線

が地球に届くのを防ぐ働きが

ある。 

※37 オゾン層 このようなことを背景に、わが国では平成５（1993）年に「環境基本

法」を制定し、複雑化・多様化する環境問題に対処していくとともに、

平成９（1997）年には「京都議定書※38」を批准し、温室効果ガスの排出

量の削減に努めています。また、企業においても、環境に対する意識の

高まりから、ＩＳＯ 14001※39の認証取得件数が増加しており、環境問題

への取組を公開する企業も着実に増加するなど、環境への配慮が企業活

動において不可欠な要素となっています。 

一方、市民においても、環境保全活動に取り組むＮＰＯ法人数が増加

傾向にあり、個人レベルでの環境に配慮した行動や取組もみられるなど、

環境問題に対する意識が高まっています。 

 
 

1997年に京都市で開かれた地

球温暖化防止京都会議（第３

回気候変動枠組条約締約国会

議）で議決した議定書。正式

名称は「気候変動に関する国

際連合枠組条約の京都議定

書」。地球温暖化の原因とな

る温室効果ガスについて、先

進国における削減率を国別に

定め、約束期間内に共同で目

標を達成することとなってい

る。 

※38 京都議定書 

日本の二酸化炭素排出量の推移
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組織活動や製品・サービスの

環境負荷の低減といった環境

パフォーマンスの改善を実施

する仕組みが継続的に運用さ

れるシステム（環境マネジメ

ントシステム）を構築するた

めに要求される規格 

※39 ＩＳＯ14001 

 
 

資料：日本国温室効果ガスインベントリ報告

http://ja.wikipedia.org/wiki/1997%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%AC%E9%83%BD%E5%B8%82
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E7%90%83%E6%B8%A9%E6%9A%96%E5%8C%96
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E7%90%83%E6%B8%A9%E6%9A%96%E5%8C%96
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%AC%E9%83%BD%E4%BC%9A%E8%AD%B0
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（５）グローバル化の進展 

市場経済の自由化、航空ネットワークの拡大、さらにはインターネッ

トをはじめとする情報通信技術の発達により、国境を越えた人・もの・

金・情報の交流は急速に拡大しています。 

ビジネスの分野では、従来の日本企業の海外進出に加え、外資系企業

の日本市場への進出も目立ってきており、世界規模での企業の提携、再

編も繰り広げられています。近年ではＢＲＩＣｓ※40 に代表される新興

国の経済が著しく成長する中、日本経済の世界とのつながり、特に中国

をはじめとするアジア地域とのつながりは年々強まっています。しかし

一方で、国際的な競争により、製造業の拠点の海外移転が進むなど、わ

が国の産業構造は大きく変化しています。 
また、市民生活においても、海外渡航者や在日外国人の増加に加え、

インターネットの普及に伴い、海外の文化やビジネスに接する機会が増

えています。こうした海外とのつながりが強まるのに伴い、世界的な視

野で物事を考え、行動する市民の増加も見込まれます。 
このような中、わが国は、経済社会をはじめさまざまな分野での世界

標準への迅速な対応を図るとともに、新たな基準づくりの先導や国際関

係において積極的な役割を果たすことにより、国際的地位を高めていく

ことが求められています。 

 

（６）経済の低成長と雇用形態の変化 

※40 ＢＲＩＣｓ 

ブラジル・ロシア・インド・

中国の4か国の頭文字をとっ

た造語。アメリカの大手証券

会社が、2003年秋に投資家向

けにまとめたリポートで用い

た語句。現在のペースで経済

が発展していくと、巨大な国

土・人口・資源を持つこの４

か国が世界経済地図を大きく

塗り替えるという予測がされ

ている。 

バブル経済※41の崩壊後、日本経済は長期にわたり低迷を続けていまし

たが、平成13（2001）年度のマイナス成長から平成14（2002）年度には、

実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率 0.8％とプラス成長に回復し、その後

も、平成15（2003）年度 2.0％、平成16（2004）年度 1.9％と堅調に推

移し、戦後最長の「いざなぎ景気※42」を超える景気拡大期となっていま

す。上昇傾向にあった完全失業率が低下し、有効求人倍率が上昇してい

ることから、都市部を中心に景気回復への兆しがみられますが、地方経

済は産業構造の変化、政府支出の抑制、バブル期以降さらに強まる東京

の一極集中などにより依然厳しい状況にあり、実感なき景気回復となっ

ています。 

不動産や株式などの資産の価

格が、投機によって説明可能

な価格以上に上昇し、その上

昇が魅力となって、さらなる

投機を呼ぶという循環が生じ

ている状態の経済をいう。こ 

こでは、急激な円高の進行に

より、1980年代後半から90年

代前半の過剰な投機熱が加速

した「バブル景気」をいう。 

※41 バブル経済 

※43 ジニ係数 

所得・資産分配の不平等度な

どを表す指標であり、その国

や集団の構成員の所得格差

が、全体として平均所得に対

しどれだけになるかを表す。

係数は０と１の間の値をと

り、値が１に近づくほど不平

等度が高くなる。 0.3を超

えると格差が目立つとさ

れ、総務省発表の2004年

の全国数値は0.308 

1965年から70年にかけて５年

近く続いた好景気。所得水準

の向上に伴い、消費の大きな

伸びがみられるなど、この期

間に日本経済は拡大し、世界

第２位の経済大国となった。 

※42 いざなぎ景気 

長期的な景気の低迷により、企業の雇用形態や賃金体系が大きく変化

したことから、所得格差を示すジニ係数※43が拡大傾向にあり、多くの国

民が「格差は広がっている。」との認識を持っており、所得格差の拡大

とそれに伴う社会階層の固定化が懸念されています。企業はコスト削減

のため、非正規雇用者の割合を増やしたため、ワーキングプア※44と呼ば

れる階層が生まれ、新たな社会問題となっているほか、若年層を中心に

十分な雇用機会が与えられなかったことが一因となり、近年では定職を

 32
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働いているにもかかわらず、

生活保護水準以下の収入しか

得られない働く貧困層に対す

る呼称。バブル崩壊後の企業

の雇用形態の変化により、非

正規社員として低賃金で働か

ざるを得なくなっている人々

がこうした層を形成してお

り、全国で 400万人ともいわ

れる。 

※44 ワーキングプア 持たないフリーターやニート※45が増加しています。一方で、 700万人と

もいわれる団塊の世代※46が平成19（2007）年以降に60歳を迎えることか

ら、退職者の大幅な増加が見込まれ、雇用構造の急激な変化が予想され

ます。 

景気動向と雇用環境は、人々の豊かな暮らしを支える重要な基盤であ

り、税収面でも国や地方の財政に直接的な影響を与えることから、経済

基盤の強化と雇用環境の改善に向けて積極的に取り組んでいくことが必

要です。 

 

 

 

 

 

※45 ニート 

Not in Employment，Educat-

ion or Training の略称。イ

ギリスで生まれた言葉で、

元々は職業にも学業にも就か

ず、専門的技能を取得する意

志も無い人のことを指す。厚

生労働省の「労働経済白書」

では、非労働力人口のうち、

年齢15歳～34歳で、通学・家

事をしていない者をいう。 

完全失業率、一般有効求人倍率
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第２次世界大戦直後の1947年

から1949年（1951年、あるい

は1956年まで含む場合もあ

る。）にかけての第１次ベ

ビーブームで生まれた最も人

口規模が大きい世代のこと

で、作家の堺屋太一氏が1976

年に発表した小説「団塊の世

代」によって登場した言葉 

※46 団塊の世代 

資料：厚生労働省、日本統計年鑑 

（７）災害に強い安全・安心なまちづくりとくらしの安全確保 

平成７（1995）年の阪神・淡路大震災以来、災害の教訓に学び、行政

だけでなく、地域社会や国民一人ひとりに至るまで、いつでも起こりう

る大災害への備えの重要性があらためて認識されるようになりました。

さらに近年、全国各地で大雨などによる自然災害が多発していることか

ら、防災に対する意識がますます高まっています。このため、行政では

防災基盤の整備を進めるとともに、地域社会が主体となって、自分たち

の住むまちの防災力を向上させることが求められています。 
一方、近年、犯罪の発生件数が全国的に増加しており、子どもや女性

が被害者となる事件も多発するなど社会不安が増大しており、日常生活

における安全の確保が大きな問題となっています。今後は、自分たちの

住むまちの治安維持に向け、地域社会と連携した防犯体制の整備を図る

ことが求められています。 

さらに、これまでは顕在化しなかったＢＳＥ（牛海綿状脳症）や鳥イ

ンフルエンザなど動物由来感染症の発生が大きな問題となっており、今

後は地球温暖化の影響による熱帯性感染症※47の発生なども懸念されるこ

とから、これらの感染症対策をはじめ、日常生活を脅かす新たな課題に

も適切に対応していくことが必要です。 

熱帯熱マラリアやデング熱な

どの主に熱帯地域の途上国に

おいて流行している感染症を

いう。 

※47 熱帯性感染症 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%AC%AC%E4%BA%8C%E6%AC%A1%E4%B8%96%E7%95%8C%E5%A4%A7%E6%88%A6
http://ja.wikipedia.org/wiki/1951%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/1956%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%99%E3%83%93%E3%83%BC%E3%83%96%E3%83%BC%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%99%E3%83%93%E3%83%BC%E3%83%96%E3%83%BC%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A0%BA%E5%B1%8B%E5%A4%AA%E4%B8%80
http://ja.wikipedia.org/wiki/1976%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/1976%E5%B9%B4
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（８）市民参加型社会への流れ 

社会の成熟に伴い、住民の地域社会への貢献意識やまちづくり活動へ

の参加意識が高まっています。平成15（2003）年には、ボランティア活

動を行っている人の数は、全国で約 780万人にのぼり、昭和59（1984）

年からの20年間で約５倍に拡大しています。 

また、平成10（1998）年の「特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）」の

施行以来、全国的にＮＰＯ法人が増え、平成12（2000）年には約 1,700

団体であったものが、平成18（2006）年には約29,000団体（兵庫県内で

は 1,030団体）と飛躍的に増加しており、公共的分野における活動に取

り組む団体も増加しています。 

このように、地域における市民活動が活発化する中で、行政がＮＰＯ

団体などと協働して事業を展開する動きも多くみられ、今後はこうした

団体が、さまざまな場面で活躍していくことが期待されています。 

さらに、まちづくりに対する市民の参画意識の高まりを背景に、市民

の権利や責務を明確にし、行政との情報の共有化や意思決定過程への参

画などの自治の基本原則を定めた「自治基本条例」を制定する動きも広

がっています。 

今後、行政においては、計画策定や事業実施、さらには事後評価に至

るまで政策形成段階からの市民参画の機会を創出するとともに、行政だ

けでなく、市民やＮＰＯなど多様な主体が、コミュニティビジネス※48

にみられるような公共的サービスを提供していく仕組みを構築するなど、

市民参加型社会の実現に向けた取組が重要になっています。 

 
 

地域コミュニティの活性化や

地域課題の解決に向け、労働

力・原材料・ノウハウ・技術

などの地域の経営資源を利用

し、地域住民などが主体と

なって自発的に地域課題の解

決に向けて、ビジネスとして

成立させていく事業活動をい

う。 

※48 コミュニティビジネス 
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 第１章  市の主要課題と求められる方向性 
 

市の現況、市民意向調査の結果、社会潮流から、本市の主要課題と求

められる方向性を次のようにとらえました。 
 

（１）健康で安心して暮らせるまちの創造 

本市では、高齢化が急速に進行しており、全国・兵庫県平均を上回る

高齢化率となっています。一方、出生率は年々低下する傾向にあること

から、将来的には人口構造の少子高齢化がますます顕著になることが予

想されており、少子・超高齢社会への対応が急務であるといえます。市

民意向調査でも、これからのまちづくりにおいて「健康で安心して暮ら

せるまち」を望む意見が最も多くなっており、保健・医療・福祉施策の

一層の充実が強く求められています。 
このため、安心して子どもを生み育てることができる環境の整備、高

齢者や障害のある人など生活支援を必要とする人々が、いきいきと暮ら

せるまちづくりを進め、住み慣れた地域の中で、すべての市民が、自分

らしく、自立した生活を営むことができるまちを創造していくことが必

要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）産業の振興と経済基盤の強化 

本市は、古くから織物・釣針といった特色ある地場産業に支えられて

発展を遂げ、これら地場産業の発展とともに商業が興隆し、播磨内陸地

域の商業都市としても発展してきました。また、黒田庄地区では、和牛

の生産や循環型農業※49をはじめとする農業振興に取り組み、地域固有の

産業基盤が形成されています。 
畜産農家から排出される家

畜ふん尿をたい肥化するこ

とで、農地などの有機土壌

化を実現し、良質な特色あ

る農産物を生産する方法を

いう。また、耕種農家は畜

産農家に稲わらを提供する

ことで、環境への負荷の軽

減に配慮した資源の有効利

用を図ることができる。和

牛の生産地である黒田庄地

区を中心に行われている。 

※49 循環型農業 

しかし、近年は、社会経済環境の変化による地場産業の停滞などが影

響し、本市の経済状況は低迷しており、市内での就業者人口割合は年々

低下するとともに、市民１人当たりの所得は、兵庫県平均や周辺都市を

下回っています。市民意向調査では、こうした厳しい経済情勢を反映し、
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産業施策に対する満足度が非常に低くなっており、その中でも特に「地

域内の雇用の確保・労働対策の充実」が重要であると考える意見が多く、

本市での生活が豊かでないと感じている市民のうち約４割が「安定した

収入が得られない」ことを理由にあげていることから、産業施策全般の

充実・強化が強く求められています。 
自立した豊かな生活を支えるためには、安定した経済基盤が不可欠な

ことから、地域経済を支えてきた地場産業など既存産業の振興を図ると

ともに、本市の特色や地域資源を生かした産業の創出や、新規産業の導

入などによって産業構造の多角化を図ることが課題となっています。ま

た、グローバル経済に左右されない地域内での経済循環を促進する仕組

みの構築も必要です。 
 

（３）未来をひらく人材の育成と共生社会の創造 

社会情勢がめまぐるしく変動し、ライフスタイルや価値観の多様化が

進む中、社会のさまざまな分野で活躍できる人材を育成することが不可

欠となっています。また、すべての人々が、さまざまな文化や多様な価

値観を受け入れ、認め合い、ともに暮らす地域社会を創造していくこと

が求められています。 
このため、次世代を担う子どもたちが、豊かな人間性と確かな学力を

身につけ、個性を最大限に伸ばすことができる教育環境の整備を進めて

いくとともに、市民一人ひとりが生涯にわたり、自己実現・自己向上を

図り、地域社会を支える人材となるよう、多様な学習の提供と活動機会

を創出していくことが必要です。さらには、すべての市民がそれぞれの

個性と能力を存分に発揮できるよう、お互いの人権を尊重し合う真の共

生社会の実現を目指し、社会環境の整備を進めていくことも必要です。 
 

（４）市民の安全を守るまちづくりの推進 

平成16（2004）年の台風23号の襲来により、本市は市街地が浸水する

など甚大な被害を受けました。このような予期しない自然災害の発生に

加え、最近の不透明な社会情勢を反映し、市内での犯罪件数も増加傾向

にあることから、これまでにも増して防災・防犯対策をはじめ、市民生

活の安全対策の強化が望まれています。 

こうした中、大雨や地震など自然災害による被害を最小限に抑えるた

め、減災に配慮した基盤整備を促進するとともに、市民一人ひとりの防

災意識を高め、自助・共助・公助が一体となった安全・安心のまちづく

りを進めていくことが必要です。 

また、さまざまな事件や事故に子どもや高齢者などの社会的弱者が巻

き込まれる事例が増えていることから、防犯・交通安全に対する意識を
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高め、地域と連携しながら犯罪や事故が発生しにくいまちづくりを進め

ていくことが必要です。さらには、食の安全や新型感染症など、市民の

暮らしを脅かすあらゆる危機対策の強化にも努めていくことが求められ

ています。 
 

（５）定住促進に資する快適な生活環境の整備 

本市では、市外への転出人口の増加が深刻化しています。特に、若年

層の転出によるまちの活力の低下が懸念されていることから、人口減少

を抑制するための総合的な施策が必要です。 

本市は、阪神都市圏と比較的近接した位置にあり、一定の都市的機能

が集積しており、豊かな自然環境にも恵まれています。市民意向調査で

も、定住意向は６割を超えており、地域への愛着や自然環境の豊かさな

どがその要因となっている一方、若年層では、その傾向が極端に低く

なっており、雇用の創出とともに、阪神都市圏を通勤・通学圏に入れた

交通アクセスの向上や子育て支援の充実、にぎわいある都市空間づくり

などが求められています。また、本市での生活が「豊かでない」と感じ

る市民のうち約３割が生活基盤の整備の遅れや日常生活が不便であるこ

とをその理由にあげ 
ています。 

これらのことから、 

定住地として魅力あ 
る居住空間の創出に 

向け、市民生活の利 

便性に資する社会基 

盤の整備や快適な生 

活環境を創造してい 

くことが必要です。 

 

（６）自然との共生と循環型社会の構築 

経済的な発展に伴い、地球規模での環境問題が深刻化する中、利便性

の高い暮らしとの調和を図りながら、自然と共生できる社会を構築する

ことは、人類共通の課題であるといえます。また、地球の環境容量の限

界が認識されるようになり、今後も持続的な発展を継続していくために

は、限られた資源の有効活用に努め、環境に過大な負荷を与えない社会

システムを確立していくことが求められています。 
本市は、豊かな自然に恵まれており、これら自然の多大な恩恵を享受

しながら発展を遂げてきました。しかし一方で、都市化の進行とともに、

環境にかかわるさまざまな問題も発生していることから、自然資源の保
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全と活用を図るとともに、生活や産業などあらゆる分野で環境に配慮し

たまちづくりを進め、人と自然にやさしい循環型社会を構築していくこ

とが必要です。 
 

（７）協働による地域自治※50（ローカル・ガバナンス）の実現 

社会の成熟化に伴い、多様化・複雑化する地域課題に適切に対応して

いくためには、地域自治のシステムを従来の「ガバメント」（＝政府・

自治体など行政が統治すること）から、「ガバナンス」（＝行政・企

業・市民などの各主体が協働で自治を行うこと）へ転換していくことが

求められています。 

また、限られた財源の中で、行政があらゆる市民ニーズを充足する

サービスを提供していくことにはおのずから限界があります。このよう

な中、「自分たちのことは、できるだけ自分たちの手で行う。」という

意識の下、これまでの地域活動を支えてきた自治会や社会的目的を持つ

ボランティア組織・ＮＰＯ団体なども行政とともに、まちづくりの担い

手となり、相互協力と役割分担により、よりきめ細かで、質の高い公共

的サービスを提供していくことが期待されています。 

このため、行政は、身近な課題への対応など地域社会が本来持ってい

た社会的機能の回復に向けた支援に努めるとともに、市民・各種団体・

行政など地域社会を構成する多様な主体が、それぞれ自らの責任と役割

を認識し、まちづくりに参画する「協働による地域自治」（ローカル・

ガバナンス）の実現に向けた体制の構築を進めていくことが必要です。 

 

（８）効果的・効率的な行政経営の推進 

※50 地域自治 

市町村など自分たちが住ん

でいる地域において、自分

たちに関することを自らの

責任において処理すること

をいう。地方自治の本旨で

ある「住民自治」を指し、

地域内の課題解決に向け

て、広く地域住民が参加

し、自治体と地域住民が同

じ立場で活動・実施するこ

と。 

市民ニーズの多様化、少子・超高齢社会の到来、厳しい経済状況など

により、多くの自治体で財政がひっ迫しています。本市においても厳し

い財政状況の下、地方分権に対応できる自立性・自律性の高い自治体運

営を行うためには、限られた経営資源で、最大限の効果を生み出してい

かなければなりません。これまでの固定観念にとらわれることなく、行

政内部の改善・改革を進め、成果志向に基づく効果的・効率的な行政経

営を推進していくことが求められています。 
このため、行政は「選択と集中」の理念に基づき、実施事業の優先度

を明確にし、適切な事業選択と経営資源の重点配分を行うことが必要で

す。また、「補完性の原則※51」に基づき、従来の行政体制や市民サービ

スのあり方についても再検討を行うなど、行政の役割を抜本的に見直す

とともに、時代と市民ニーズに応じた創造的な行政を展開していくこと

が必要です。 

 

47ページで詳しく説明 

※51 補完性の原則 
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第２章  市の都市像と将来像 

 
第１節 都市像 

 

都市像は、本市が存在する限り、恒久的なまちのあるべき姿をあらわ

したものです。旧西脇市においては、昭和50（1975）年に「緑と清流の

文化・工芸都市」を新・都市像として制定しましたが、市町合併による

本市の誕生に伴い、都市像を次のように定めます。 

 
 
 
 
 

かつて、田園に住まう人々は、都市にはない支え合い、助け合いの仕

組みをごく自然な形で生み出し、それらを大切にし、豊かな人間性やコ

ミュニティを築き、その中で、独自の文化を培ってきました。 

近年、社会や人間関係の希薄化が進む中、「こころ」の大切さが再認

識され、持続可能なコミュニティの形成と、より人間らしく生きること

の価値観が重要視される時代となっています。 

そうした中、西脇市と黒田庄町の２つのまちが合併し、新たな西脇市

としてスタートを切りました。 

私たちは、この２つのまちが持つこころ豊かな人々や魅力ある資源・

特性を融合させ、ともに力を合わせ、そこに住まう人々がいきいきと輝

き、未来への広がりが期待できる新しいまちを希求し続けていきたいと

考えます。 
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第２節 将来像 
 

本市の都市像を受け、この計画において本市の目指すべき姿である将

来像（キャッチフレーズ）を次のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

この将来像は、私たちの暮らしを支え、本市を築く礎となった豊かな

自然との調和を図り、確かな連帯感とあたたかな安心感に包まれた地域

社会の中で、だれもがいきいきと活動し、心の豊かさが実感できる －

人と自然、人と人が共生する－ そんなまちを創造していくことを宣言

するものです。 

「いのちいきいき」には、活力ある経済と薫り高い文化に支えられ、

生涯にわたり健やかに安心して暮らしながら、自分の夢を実現していく

ことができるまちを創造していく、という想いを示しています。また、

「いのち」としたのは、「日本のへそ」を称する本市が、地理的な中心

であるということだけを示すのではなく、「へそ」の持つ「生命の始ま

り」、「つながり」といった意味を大切にしていきたい、という想いを

含んでいます。 

「自然きらきら」には、市域を囲むように広がる山や森、加古川水系

の清流など本市の貴重な財産である豊かな自然環境を大切に継承してい

くため、環境と調和した社会の構築を進めていく、という想いを示して

います。 

「共生のまち」には、人と自然、人と人とのかかわりの中で、支え合

い、理解し合いながら暮らしていくことの大切さを認識し、持続的に発

展していくことができるまちをみんなで力を合わせつくっていこう、と

いう想いを示しています。 

そして、まちづくりの主役として市民一人ひとりがさまざまな場面で

活躍し、その一人ひとりが生活する身近な地域が、かつてそうであった

ように、強い市民力に支えられ、持てる力を最大限に発揮する主体とな

るまちづくりを進め、未来に引き継いでいきます。 
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第３章  都市経営の基本的な考え方   

 
ここでは、将来像を実現するための前提条件となる都市経営の基本的

な考え方について、まず整理します。 
都市経営とは、本市において市民や行政など多様な主体が、共通の目

標を達成するため、連携して行う活動をいいます。 
 
第１節 社会環境の変化 

 
近年、道路や公共施設などの社会資本の整備や社会保障制度の充実な

どにより一定のナショナル・ミニマム※52が充足されてきており、今後は

社会の成熟化や少子高齢化の進行などによる社会構造の変化に伴う多様

な価値観の下での生活の質的向上が求められることが予想されます。そ

のため、「市民生活に必要なサービスの範囲（＝公共的領域）」とその

対象はますます拡大し、行政の果たすべき役割への市民の期待は大きく

なってくるものと思われます。しかし一方で、膨大な長期債務残高も抱

え、国の財政状況は極めて厳しいものとなっており、全体人口が減少に

転じる中、今後は右肩上がりの社会成長が望めないことから、行政サー

ビスの最大の財源となる税収の拡大が困難な状況となっています。 

※52 ナショナル・ミニマム 

国家が国民に対して保障す

る最低限の生活水準。明確

な定義はないが、狭義では

憲法25条に規定する生存権

の保障をいい、広義ではさ

まざまな行政分野において

国民が全国どこでも同等の

公的サービスが受けられる

状況を意味する。また、そ

の内容は時代背景や社会構

造により変化するものとさ

れている。 

市町村においては、地方分権の進展に伴う権限委譲が進められ、業務

が拡大する中、自立した行政運営が求められていますが、三位一体の改

革に伴う国庫補助金や地方交付税の削減などにより、財政的に厳しい状

況が続いています。さらに今後は、市町村合併や行政事務の効率化のた

めの職員削減によるマンパワーの縮小、情報通信技術の高度化への対応

やこれまで整備してきた社会資本の維持更新が大きな課題となってきて

います。 
このような中、公共的領域を一手に担うこ

れまでの行政運営を持続していくことにはお

のずと限界があります。一方で、市民側にお

いても主体的な公益活動が活発化してきてお

り、「地域の身近な課題は自分たちの手で解

決する。」という意識の高まりとともに、行

政依存的思考からの変化も見受けられます。 
こうした社会環境の変化を、市民は公共的

領域への参画の、一方で行政は自己変革の絶

好の機会ととらえ、これまでの考え方を転換

し、持続可能な都市経営を確立していくこと

が必要です。 
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第２節 これからの都市経営のあり方 
 

持続可能な都市経営を確立していくために、市民と行政との関係にお

い

① 行政サービス拡大、市民負担増 

民の経済的負担を増やし、行政

 

 行政サービス減少、市民負担維持 

の経済的負担はできるだけ現

 
 協働によるサービス維持・向上、市民負担維持・微増 

の維持又

  
の社会環境を考慮すると、全体的に市民負担の軽減を図りながら、

行

いずれの経営方針に転換していく場合において

も

、市民のみなさんか

ら

て、大きく分けて、次の３つの選択肢があるものと考えます。 
 

 税・公的保険料・手数料などの市

が市民に提供するサービスの充実・拡大を図る。 

②

 税・公的保険料・手数料などの市民

状を維持し、限られた財源の中で、行政が市民に提供するサービ

スを必要最小限に絞り込む。 

③

 税・公的保険料・手数料などの市民の経済的負担は現状

は微増にとどめ、行政が市民に提供するサービスと市民自身や地

域などで担う活動に分け、サービス全体の維持・向上を図る。 

今後

政が直接提供するサービスを拡充させていくことは、もはや不可能な

状況となっています。 
このような中、上記の

、まずは行政自身の自助努力が求められます。そのため、本市では、

「市民ニーズに応じた、負担に見合った満足度の高いサービス」の提供

に向け、行政改革を進め、効果的・効率的な行政経営を推進していくこ

とを経営方針の転換に当たっての前提とします。 
本市では、これからの都市経営の基本方針として

最も多く支持された③の「市民の経済的負担は現状を維持又は微増に

とどめ、行政が市民に提供するサービスと市民自身や地域などで担う活

動に分け、サービス全体の維持・向上を図る。」こととします。 
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 行政運営の限界 … すべての公共的領域には対応できない。 

行政サービス拡大 

市民負担増 
協働によるサービス維持・向上 

市民負担維持・微増 

行政サービス減少 

市民負担維持 

＜考えられる都市経営の進め方＞ 

 
 

これからの都市経営のあり方

 社会環境の変化 
 
 
 
 
 
 
 

■ 行政資源の縮小・更新 

・税収、補助金の減少 

・職員の減少 

・情報通信技術の高度化 

 への対応 

・社会資本の維持更新 

         など 

■ 市民ニーズの拡大 

・価値観の多様化 

・社会構造の変化  

         など 
 

■ 市町村業務の拡大 

・地方分権の進展 

相反する環境

 
 
 

このため 

持続可能な都市経営の確立が必要 

 
 
 

の活発化 

◆市民主体の公益活動 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公共的サービス分野への積極

的な参入 

【企業がすべき前提条件】

地域の身近な課題を市民自身

で解決し、公共的サービスの

担い手となる。 

【市民がすべき前提条件】

市民ニーズと負担に応じた行

政サービスの提供に向けた効

率的・効果的な行政経営 

【行政がすべき前提条件】 

 
 
 

 

税・公的保険料・手数料などの市民の経済的負担は現状の維持又

は微増にとどめ、行政が市民に提供するサービスと市民自身や地

域などで担う活動に分け、サービス全体の維持・向上を図る。 

本市の都市経営の基本方針
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都市経営の転換が必要な今、「地域の課題は市民自らの意志に基づき、

自らの責任において処理していく。」という「住民自治」の原点に立ち

返り、市民一人ひとりがサービスの受け手としてだけでなく、担い手と

しても都市経営に積極的にかかわっていくことで、社会的コスト※53が最

適化された満足度の高い社会を構築していかなければなりません。そう

した真の豊かさが実感できる社会が、今後求められている本市の姿であ

ると考えます。 

ここでいう「社会的コス

ト」とは、公共的領域の活

動に要する金銭的価値（経

費）や労働力などの人的価

値をいう。 

※53 社会的コスト 

これまで行政が、公共的領域におけるサービスの主体として独占的・

主導的に活動してきた結果、市民や地域社会が従来持っていた課題解決

能力や社会的連帯の低下を招き、「地域課題の多くは行政が担うもの」

という行政依存型の社会が形成されてきました。一方、行政においては、

「役所の論理」を重視した行政本位の業務が進められてきたため、市民

から見えにくい行政運営や高コストで満足度の低い多くのサービスを抱

えることとなり、立場と特性が異なる「行政」と「市民」が互いにかけ

離れた存在になってきました。 
このような事態を真しに受け止め、「公共的領域≒行政の業務」との

認識を改め、行政は自己変革に努めるととともに、地域社会を構成する

市民・各種団体・企業・行政など多様な主体が、共通の目標を達成する

ため、対等な立場で連携しながら、それぞれの責任と役割を認識し、公

共的領域を担っていく「協働による地域自治」（ローカル・ガバナン

ス）を実現する仕組みを構築していくことで、持続可能な都市経営を確

立していきます。 
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協働による地域自治（ローカル・ガバナンス）のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自治組織、ＮＰＯ、各種団体などが
すべきことは・・・ 
●地域の身近な課題を市民自身で解決する組織づくり 
●企業・行政と対等な立場として活動できる基盤づくり 
●コミュニティビジネスへの発展など、自立した活動を

行える組織づくり              
など 

行政がすべきことは・・・ 
●行政サービスの提供 
●行政組織の再編・スリム化 
●民間の経営手法を導入 
●財政基盤の強化 
●事務の外部委託化・民営化の促進 
●自治組織・ＮＰＯ・ボランティアなど

の育成 
              など 

民間企業、外郭団体・公社が 
すべきことは・・・ 

●自治組織・ＮＰＯ・各種団体との積極的な連携

促進              
                   など 

●公共的サービス分野への参入 
●企業市民としての社会貢献活動の促進 
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「協働による地域自治」を実現していくためには、「補完性の原則」

に基づき、各主体が行動していくことが求められます。 
「補完性の原則」とは、小さな単位で対応できることはそこで対応し、

そこで対応できないことや対応すると効率的でないことについては、よ

り大きな単位で対応する考え方をいいます。国からの地方分権もこの考

え方を踏まえて進められており、地方自治の基本原理となるものです。 
そのため、地域においては、身の回りの問題については、まず個人や

家庭が対応（自助）に当たり、次に個人や家庭で対応できない問題は地

域社会で対応（共助）に当たり、それでも対応できない問題は市町村な

どの行政が担う（公助）ということが原則となります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 また、「補完性の原則」には、それぞれの主体の自己決定と自己責任

が伴うものであることから、この原則に基づく具体的な役割分担につい

ては、行政がその役割を限定し、市民に押し付けるのではなく、市民の

自発的意思や主体的な取組を尊重しながら、市民とともに検討していく

ことが重要であると考えます。 
こうした考え方に立ち返り、本市の将来像を実現するために、「行政

が果たすべき役割」と行政以外の多様な主体の「市民に期待される役

割」を明確にし、それぞれの

主体が都市経営を担っていく

ことが求められます。 
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第４章  市の使命と市民に期待される役割 市の使命と市民に期待される役割 

  
第１節 市の使命 第１節 市の使命 

  
これからの都市経営において、本市の使命（＝行政が果たすべき役

割）について、次のとおり整理します。 
これからの都市経営において、本市の使命（＝行政が果たすべき役

割）について、次のとおり整理します。 
  

＜安心できる暮らしを保障する行政本来の役割を担います。＞ ＜安心できる暮らしを保障する行政本来の役割を担います。＞ 

・ 行政の本来的役割である、法令などで実施が定められている

サービス、市民生活の安全や安心を支える最低限の社会保障

（セーフティネット※54）や相対的に公共性の高いサービスにつ

いて責任を持って担い、市民福祉の向上に努めます。 
 

・ 行政の本来的役割である、法令などで実施が定められている

サービス、市民生活の安全や安心を支える最低限の社会保障

（セーフティネット
元々は、サーカスでの空中

ブランコや綱渡りのとき、

落下に備えて張られている

網のことをいい、演技者

は、これが設置されている

ことから、失敗を恐れず演

技することができる。この

意味が転じ、不測の事態な

どに陥ったとき、安全・安

心に生活できるよう、国や

自治体、個人が備えている

さまざまな対策をいう。 

※54 セーフティネット ※54）や相対的に公共性の高いサービスにつ

いて責任を持って担い、市民福祉の向上に努めます。 
 

＜市民起点※55の効果的・効率的な行政経営を実践します。＞ ＜市民起点※55の効果的・効率的な行政経営を実践します。＞ 

・ これまでの「行政運営」から、市民志向と成果志向の「行政経

営」へ転換します。そのため、限られた経営資源を効果的・効

率的に配分し、行政サービスの実施主体としての役割と責任を

明確にします。 
 

・ これまでの「行政運営」から、市民志向と成果志向の「行政経

営」へ転換します。そのため、限られた経営資源を効果的・効

率的に配分し、行政サービスの実施主体としての役割と責任を

明確にします。 
 

行政が提供するサービスを

行政側からの一方的な視点

ではなく、サービスの受け

手である市民の立場を出発

点に、必要なものや改善す

べきものなどをとらえ、政

策・施策を展開していく考

え方をいう。 

※55 市民起点 

＜行政活動への市民の参画を進め、協働を実践します。＞ ＜行政活動への市民の参画を進め、協働を実践します。＞ 

・ 政策形成・施策立案・実施・評価など行政活動のさまざまな段

階において、市民の参画を促進する環境整備を行うとともに、

市民意向の積極的な把握に努めます。 

・ 政策形成・施策立案・実施・評価など行政活動のさまざまな段

階において、市民の参画を促進する環境整備を行うとともに、

市民意向の積極的な把握に努めます。 
・ 協働の実践に向け、行政情報を積極的に提供するとともに、説

明責任を十分に果たし、市民との信頼関係を深めていきます。 
 

・ 協働の実践に向け、行政情報を積極的に提供するとともに、説

明責任を十分に果たし、市民との信頼関係を深めていきます。 
 

＜市民活動への支援を行い、市民の力・地域の力を高めます。＞ ＜市民活動への支援を行い、市民の力・地域の力を高めます。＞ 

・ 個人や地域のエネルギーを高め、都市経営をともに担っていく

ため、市民や地域社会の主体的な活動に対する側面的支援や環

境整備を行います。 

・ 個人や地域のエネルギーを高め、都市経営をともに担っていく

ため、市民や地域社会の主体的な活動に対する側面的支援や環

境整備を行います。 
・ 市内各地区での「地区まちづくり計画」の策定及び計画の実現

に向けた支援を行います。 
・ 市内各地区での「地区まちづくり計画」の策定及び計画の実現

に向けた支援を行います。 
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第２節 市民に期待される役割 
 

これからの都市経営において、本市の「市民に期待される役割」につ

いて、次のとおり整理します。 
 
＜自己実現・自己向上に努め、自立する。＞ 

・ 市民一人ひとりが、自主性を持って自分の夢や目標に向かって

努力し、自己実現・自己向上を図るとともに、それぞれの立場

や状況に応じて自立し、ともに支え合い、助け合いながら「自

助」の強化に努めることが期待されます。 
 

＜地域社会へ貢献し、相互扶助・連帯感を形成する。＞ 

・ 市民一人ひとりが、お互いに支え合い、地域の身近な課題につ

いて積極的に対応できる地域社会を構築するため、地域社会に

参画・貢献し、「共助」の強化に努めることが期待されます。 
 

行政だけでなく市民・企業

など地域社会を構成する多

様な主体が役割分担・協働

して担う公共的領域をい

う。 

※56 新しい公共 ＜市政に関心を持ち、行政活動や新しい公共※56に参画する。＞ 

・ 市民一人ひとりが、地域社会の一員として市政への関心を高め、

多様な主体とのパートナーシップ※57の下、さまざまな形で行政

活動や新しい公共を創出する活動など「公助」への参画に努め

ることが期待されます。 
 

 

協力関係・共同・提携。立

場の異なる組織や人同士が

明確な目的の下に、対等な

関係を結び、それぞれの得

意分野を生かしながら、連

携し協力し合うこと。 

 

※57 パートナーシップ 
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第５章  行政経営の考え方 行政経営の考え方 

  
都市経営のひとつの主体である本市（行政組織）の行政経営の推進に

向けた考え方とその方法について、次のとおり整理します。 
都市経営のひとつの主体である本市（行政組織）の行政経営の推進に

向けた考え方とその方法について、次のとおり整理します。 
  

【基本的な考え方】 【基本的な考え方】 

市民起点の行政経営を実現するため、事業の「選択と集中」を図り

ながら、効率的で質の高い行政サービスを提供し、利用者である市民

の満足度の向上を図ります。 

市民起点の行政経営を実現するため、事業の「選択と集中」を図り

ながら、効率的で質の高い行政サービスを提供し、利用者である市民

の満足度の向上を図ります。 

【基本方針】 【基本方針】 

① 最少の経費で最大の効果を上げるため、常にサービス精神とコ

スト意識を持ち、スピード感のある、市民にとって便利でわかり

やすい行政サービスを提供します。 

① 最少の経費で最大の効果を上げるため、常にサービス精神とコ

スト意識を持ち、スピード感のある、市民にとって便利でわかり

やすい行政サービスを提供します。 
② 社会経済環境の変化に的確に対応するため、民間の経営感覚・

発想・視点（市場メカニズム）を取り入れ、「民間でできること

は民間に」を基本に、行政の担う分野の「選択と集中」を図りま

す。 

② 社会経済環境の変化に的確に対応するため、民間の経営感覚・

発想・視点（市場メカニズム）を取り入れ、「民間でできること

は民間に」を基本に、行政の担う分野の「選択と集中」を図りま

す。 
※58 ＰＤＣＡサイクル 

行政施策や事務事業につい

て、計画（ＰＬＡＮ）→実行

（ＤＯ）→評価（ＣＨＥＣ

Ｋ）→改善（ＡＣＴＩＯＮ）

という工程（マネジメントサ

イクル）を継続的に繰り返す

ことで、結果を計り、貢献度

や有効性などを客観的に評価

し、改善方策につなげていく

手法をいう。 

③ ＰＤＣＡサイクル※58の各過程に市民の意見を反映することが

できるシステムを構築し、このサイクルに従って、常に行政サー

ビスの検証と見直しを行います。また、その過程や成果を市民に

公表し、説明責任※59を果たします。 

③ ＰＤＣＡサイクル※58の各過程に市民の意見を反映することが

できるシステムを構築し、このサイクルに従って、常に行政サー

ビスの検証と見直しを行います。また、その過程や成果を市民に

公表し、説明責任※59を果たします。 
④ 迅速な意思決定ができる簡素で柔軟な組織を整備するとともに、

柔軟な思考や発想を持った意欲ある職員を育成します。 

④ 迅速な意思決定ができる簡素で柔軟な組織を整備するとともに、

柔軟な思考や発想を持った意欲ある職員を育成します。 

  

元々は会計学の「アカウンタ

ビリティ」の訳語で、その事

柄について理解しようとする

人に対し十分な情報を提供

し、理解してもらうことをい

う。行政においては、行政機

関や公務員個人が行う判断や

行為に関して、事前・事後に

地域住民が納得するよう説明

することをいう。 

※59 説明責任 
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第６章  構想推進に当たっての視点 

 
成長社会から本格的な成熟社会へ移行する中、めまぐるしく変化する

時代の要請に対応しつつ、持続可能な社会を構築し、魅力あるまちを次

代へ引継いでいくためには、この計画の期間を超えた超長期的な展望を

持って、まちづくりを進めていくことが求められています。 
この計画の基本構想の期間は、市町合併による基本的な自治体の枠組

みが変化した直後であるとともに、行政の経営資源が大幅に縮小してい

く時期に当たります。このような厳しい状況を乗り切るため、新たな都

市経営の基盤を速やかに構築し、行政においても、より効率的かつ創造

的な行政経営を実現することで、経営基盤の定着・育成を図っていかな

ければなりません。 
そこで、この基本構想の期間を本市の経営基盤の「構築・育成期」と

位置付け、その後の創造的かつ戦略的な政策を展開していく「創造・展

開期」、さらにより豊かな社会を実現する「充実・飛躍期」へのステッ

プアップを図っていくための第１ステージとしてとらえます。 
また、「構築・育成期」の中においては、前期基本計画を新たな都市

経営と市民起点の行政経営の基盤を構築、定着させていく期間とし、後

期基本計画をその基盤を確固たるものとして確立、さらに育成していく

期間として位置付けます。 
 

 
 
 

 
 
 

前期基本計画 後期基本計画

基 本 構 想 

次期総合計画以降 

「充実・飛躍期」

「創造・展開期」
「構築・育成期」

新たな都市経営
構築 → 定着 → 育成

超長期的な展望を持ったステップアップ
平成30年度 

（2018年度） 
平成19年度 

（2007年度） 
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第７章  分野別の展望  

この計画では、将来像である「いのちいきいき 自然きらきら 共生のま

ち にしわき ～市民が主役！ 地域が主体！ 次世代につなぐ  ふるさとの

創造～」の実現を目指しますが、それぞれの政策分野における目指すまちの

姿、市民の生活像は、次のとおりです。  

 
 
 
 
 
 
 
 

（１） ともに支え合い、笑顔輝くあたたかなまち 

（健康・子育て・福祉） 

・ 市民一人ひとりが、お互いにやさしさと思いやりの気持ちを持って、

地域ぐるみで助け合い、支え合うまちにしていきます。 
・ 自主的な健康づくりが行われるとともに、適切な保健・医療・福祉

サービスを受けることができ、子どもからお年寄りまですべての人

が元気で健やかに暮らせるまちにしていきます。 
・ 高齢者や障害のある人など生活の支援が必要な人が、地域社会の中

で自立し、安心して生活を送ることができるまちにしていきます。 
・ 社会全体で子育てを支援し、子どもを安心して生み育て、仕事と家

庭の両立ができるまちにしていきます。 
 

（２） 産業が元気！活力とにぎわいあふれるまち 

（産業・経済） 

・ 地域の発展を支えてきた地場産業や商業が活性化し、さらには幅広

い産業が創出されることにより、就労環境と所得の安定を図り、安

心して働き続けられるまちにしていきます。 
・ 地域の特色を生かした循環型農業や農産物のブランド化など産地づ

くりが進み、魅力ある農業が行われているまちにしていきます。 
・ 地域資源のネットワーク化による観光の振興や多様な交流が進み、

多くの人が訪れる活気とにぎわいがあふれるまちにしていきます。 
・ 生産と消費がつながり、地域内の経済循環が活発なまちにしていき

ます。 
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（３） こころ豊かな人が育ち、いきいきと活躍できるまち 

（教育・文化・スポーツ） 

・ 学校・家庭・地域社会・行政が連携し、子どもたちが安心して学習

できる環境が形成され、確かな学力と豊かな人間性など生きる力を

培うことができるまちにしていきます。 
・ 生涯を通じて、だれもが自由に学習・活動し、自己実現・自己向上

を図るとともに、地域の中で、いきいきと活躍できるまちにしてい

きます。 
・ 優れた芸術・文化にふれ、市民の自主的な文化活動が盛んな、そし

て、市民だれもが気軽にスポーツ活動を楽しむことができるまちに

してきます。 
・ 市民一人ひとりの人権意識が高まり、お互いを尊重し合うまちにし

ていきます。 
・ 男女が性別にとらわれることなく、社会のあらゆる分野において、

能力や個性が発揮できるまちにしていきます。 
 

（４） 暮らしの安全を守り、安心が実感できるまち 

（生活安全・安心） 

・ 災害に強く、犯罪などの事件や事故が起こりにくい、安全・安心を

実感できるまちにしていきます。 
・ 市民一人ひとりが防災・防犯意識を持ち、日ごろから地域で見守り、

助け合う体制が整っているまちにしていきます。 
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（５） 快適な暮らしを支える生活基盤が充実したまち 

（都市基盤・生活環境） 

・ 交通の利便性が一層高まり、すべての市民がさまざまな場所に円滑

かつ安全に移動でき、広域圏や市内での交流が活発に行われるまち

にしていきます。 
・ 定住地・産業拠点としての魅力が高まる社会基盤が整い、快適な住

環境が創出され、住みやすさとやすらぎが実感できるまちにしてい

きます。 
 

（６） 持続可能な循環型社会を築き、人と自然が共生するまち 

（自然・環境共生） 

・ 利便性の高い暮らしと調和した、環境への負荷が少ない自立・循環

型システムが構築されたまちにしていきます。 
・ 市民一人ひとりが、豊かな自然環境を守り育てるとともに、生活環

境の保全に努め、安全で快適に暮らせるまちにしていきます。 
 
（７） 多様な主体による地域自治が確立したまち 

（地域自治） 

・ 支え合いの精神と確かな連帯感を持つ、顔の見える地域社会が形成

され、持てる力を発揮し、地域の身近な課題について自ら積極的に

対応し、解決する市民の自治力が高いまちにしていきます。 
・ 地域社会を構成する多様な主体が、それぞれの責任と役割分担を認

識し、ともに考え、行動する自治体制が構築されているまちにして

いきます。 
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（８） 時代に対応した行政経営が確立したまち 

（行政経営） 

・ 行政は事業の「選択と集中」を行う中で、市民起点で質の高いサー

ビスを提供するとともに、行政情報の共有と説明責任の下、補完性

の原則に基づき、多様な主体との信頼関係とパートナーシップが確

立したまちにしていきます。 
・ 限られた経営資源の下、職員の能力を最大限に発揮できる組織運営

と持続可能な財政運営により、効果的・効率的な行政経営が行われ

るまちにしていきます。  
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基本構想の体系 

 
将来像 都市像  

 
本市の主要課題 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（（１１））健健康康でで安安心心ししてて暮暮ららせせるるまま

ちちのの創創造造  

（（２２））産産業業のの振振興興とと経経済済基基盤盤のの

強強化化  

（（３３））未未来来ををひひららくく人人材材のの育育成成とと

共

 

共生生社社会会のの創創造造  

（（４４））市市民民のの安安全全をを守守るるままちちづづくく

りりのの推推進進  

（（５５））定定住住促促進進にに資資すするる快快適適なな

生生活活環環境境のの整整備備  

（（６６））自自然然ととのの共共生生とと循循環環型型社社

会会のの構構築築  

（（７７））協協働働にによよるる地地域域自自治治（（ロローー

カカルル・・ガガババナナンンスス））のの実実現現  

（（８８））効効率率的的・・効効果果的的なな行行政政経経営営

のの推推進進  
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分 野 別 の 展 望  
 

都市経営の基本方針 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

●行政活動への市民の参画を進

め、協働を実践します。 

●市民活動への支援を行い、市民

の力・地域の力を高めます。 

【市民に期待される役割】 
 

●自己実現・自己向上に努め、自

立する。 

●地域社会へ貢献し、相互扶助・

連帯感を形成する。 

●市政に関心を持ち、行政活動や

新しい公共に参画する。 

●市民起点の効率的・効果的な行

政経営を実践します。 

●安心できる暮らしを保障する行

政本来の役割を担います。 

 

【市の使命】 

 

【 健康・子育て・福祉 】 

ともに支え合い、笑顔輝くあたたかなまち 

【 産業・経済 】 

産業が元気！活力とにぎわいあふれるまち 

【 教育・文化・スポーツ 】 

こころ豊かな人が育ち、いきいきと活躍できるまち 

【 生活安全・安心 】 

暮らしの安全を守り、安心が実感できるまち 

【 都市基盤・生活環境 】

快適な暮らしを支える生活基盤が充実したまち 

 

【 自然・環境共生 】 

持続可能な循環型社会を築き、人と自然が共生するまち

【 地域自治 】 

多様な主体による地域自治が確立したまち 

【 行政経営 】 

時代に対応した行政経営が確立したまち 

（ローカル・ガバナンス）の実現 

協働による地域自治 
 

協働によるサービス維持・向上、

市民負担維持 ・ 微増 
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第８章  構想の基本フレーム 

 
第 1 節 推計人口 

 

（１）人口総数 

推計人口については、平成17（2005）年10月に実施された国勢調査に

よる人口の実数値を基準として、コーホート要因法※60によって将来人口

を推計しました。 
ある基準年の男女別・年齢

別人口を基に、「コーホー

ト」と呼ぶ年齢５歳ごとの

階層に分け、各階層が１年

後にどれだけ増減するか

（「生残率」と呼び、「出

生率」－「死亡率」＋「社

会的増減（転出入）率」で

求められます）を考慮して

計算する人口推計の手法を

いう。 

※60 コーホート要因法 

移動率については、平成12（2000）年と平成17年の本市の国勢調査人

口から導いた数値を、出生率・生残率については、国立社会保障・人口

問題研究所の「都道府県の将来推計人口（平成14（2002）年３月推

計）」の兵庫県の仮定値を用いて推計をしました。 

その結果、平成32（2020）年における本市の推計人口は、 36,597人

となります。 

 

 

平成12年 

（2000年） 

実績値 

平成17年 

（2005年） 

実績値 

平成22年 

（2010年） 

推計値 

平成27年 

（2015年） 

推計値 

平成32年 

（2020年） 

推計値 

西脇市総人口  

（人） 
45,718 43,953 41,788 39,297 36,597

兵庫県総人口 

 （千人） 
5,551 5,619 5,643 5,621 5,554 

 

※兵庫県総人口については、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口（平成14年3月

推計）」から引用 

 
 

36,597

39,297

41,788

43,953

45,718

5,554
5,6215,643

5,551 5,619

30,000

32,500

35,000

37,500

40,000

42,500

45,000

47,500

平成12年
（2000年）

平成17年
（2005年）

平成22年
（2010年）

平成27年
（2015年）

平成32年
(2020年)

西
脇
市
人
口

（
人

）

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

兵
庫
県
人
口

（
千
人

）

西脇市 兵庫県

西
脇
市
総
人
口
（
人
） 

兵
庫
県
総
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口
（
千
人
） 
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（２）年齢３区分別人口 

  

12.6％

  

11.1％

  

12.2％

  

13.8％

  

15.0％

  

15.8％

  

60.5％

  

54.8％

  

56.3％

  

58.7％

  

61.1％

  

63.6％

  

26.9％

  

34.1％

  

31.5％

  

27.5％

  

23.9％

  

20.6％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

平成12年 
（2000年) 

平成17年 
（2005年) 

平成22年 
（2010年) 

平成27年 
（2015年) 

平成32年 
（2020年) 

平成32年 
（2020年) 
兵 庫 県 

年少人口
0 歳～14 歳

生産年齢人口
15 歳～64 歳

高齢者人口
65 歳以上

平成32（2020）年における年齢３区分別人口の割合では、年少人口

（0歳～14歳）が11.1％、生産年齢人口（15歳～64歳）が54.8％、高齢

者人口（65歳以上）が34.1％となっており、兵庫県全体よりも少子化・

高齢化が進行する推計結果となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２節 土地利用構想 
 

（１）土地利用の概況 

本市は、市域面積の約70％を森林が占め、豊かな自然に恵まれていま

す。市街地は加古川と杉原川の合流部付近に広がっており、これら加古

川・杉原川、野間川などの河川沿いに集落や農地が形成されています。 

都市計画上の区分としては、「東播都市計画区域」、「中都市計画区

域」（一部）と都市計画区域外のいわゆる「白地」に区分されており、

旧黒田庄町地域全域を含む市域東北部は白地となっています。また、本

市の可住地面積の割合は、29.1％（ 38.52㎢）と北播磨３市と比較して、

半分以下となっており、開発可能なエリアは限定されます。 
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（２）目指す姿 

土地利用の現状や都市機能の集積などの特性を踏まえ、計画的なまち

づくりを進めていくため、本市の土地利用における目指す姿を次のよう

に定めます。 
市民一人ひとりが、安全、快適で環境への負荷の少ないコンパクトで

利便性の高い住環境が享受でき、自然環境と都市環境の調和がとれた発

展を可能にするまちを目指します。 
特に、整序※61や保全といった規制・誘導型の土地利用を基本に進め、

暮らしの中で実感できる生活空間のあり方に視点を置いたまちづくりを

進めます。 
 

（３）土地利用の基本方針 

※61 整序 

秩序ある土地利用を図るた

め、都市計画法などの規制

や開発指導などを行うこと

により、無秩序な開発を防

止する手法をいう。 

① 自然環境と都市環境の調和のとれた発展を促すため、無秩序な開

発を抑制し、秩序ある土地利用を進めます。 
② 「市街化区域」では、用途の純化や秩序ある用途の共存により、

都市機能を明確化し、コンパクトで快適な市街地形成に努めます。 
③ 「市街化調整区域」では、無秩序な開発を抑制する一方、これま

での規制によって人口減少や地域が持っている資源や特性の低下が

進む地域においては、地域のまちづくりと一体となった土地利用を

図っていくことが必要なことから、地域住民とともに「特別指定区

域制度」などの活用についての協議を進めます。 
④ 農地・山林については、農林業の生産基盤や緑地資源として不可

欠なものであることから、無秩序な開発を防ぎ、その維持・保全に

努める一方、新たな農業施策等の導入を図り、積極的な環境整備に

努めます。 

⑤ 工業については、市街化区域内において大規模な工場を誘致する

ために、必要な用地の確保が困難なことから、企業誘致の受け皿と

して市街化調整区域に産業誘致地区を指定し、積極的な産業の集積

を図ります。 
 

（ア）市街化区域の土地利用 

市街地については、地域コミュニティを考慮しながら整序型の規制・

誘導を基本にした土地利用を進めます。 
●既成市街地 

既成市街地においては、防災・防犯対策の充実を図るとともに、本市

らしいまちなみなどの保全に配慮した生活環境の改善を進めます。 
特に、中心市街地においては、老朽化した密集市街地の居住環境や防

災力の向上を図るため、都市計画の適切な誘導手法などにより、安全な
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市街地の再生を進める一方、子どもから高齢者まですべての人にやさし

く、快適な歩いて暮らせるまちづくりを目指します。 
●新市街地 

新市街地においては、農地や低未利用地の有効活用を促進するととも

に、質の高い良好な住宅地の形成を目指します。 
●商業・業務系用地 

中心商業地・沿道型商業地・大型商業核を中心に、土地の高度利用や

商業集積のネットワークの形成を図り、商業基盤や商業環境の改善を目

指します。 

●工業系用地 

工業系用途地域内の用途混在については、既存の工場地を当面維持し

ながら、可能な区域から工場・住宅を街区単位に集約化し、緩衝空間な

どを設置し、秩序ある用途混 
在を進めることにより、環境 
改善を図ります。また、工業 
系用途地域内の低未利用地に 
ついては、周辺の土地利用と 
の整合を図りながら適切な土 
地利用の誘導を行います。 

 
（イ）市街化調整区域の土地利用 

●工業系用地 

既成市街地の住工混在の解消や生産性の向上、さらには新たな産業を

導入することで、産業構造の多様化による地域経済の安定と本市の産業

基盤強化を図るため、市街化調整区域内に適切な規模と機能を持った

「産業誘致地区」を４箇所（比延山麓産業誘致地区、鹿野産業誘致地区、

平野西産業誘致地区、平野東・中産業誘致地区（いずれも仮称））指定

し、工業系用地の戦略的な計画・誘導を行います。 
●農業系用地 

「農業振興地域の整備に関する法律」により農業振興地域に指定され

ている地域は、農用地区域の維持・保全に努め、良好な田園環境の形成

を図ります。 

その他の地域においては、市街化動向や今後の開発需要を見極め、市

民の生活環境や自然環境、農用地などの周辺環境との調和を図りながら、

計画的な市街地形成に向けた検討を行います。 
●自然環境保全地域 

旧西脇市域の外縁部に当たる森林地域や河川・ため池周辺の水辺空間

においては、市民が豊かな自然環境を享受できるよう、適切な維持・保

全を図ります。 
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（ウ）白地区域（都市計画区域外） 

旧黒田庄町区域等の白地については、兵庫県の「緑豊かな地域環境の

形成に関する条例」（いわゆる「緑条例」）により良好な環境を保全す

るとともに、土地利用上の規制などが特に必要な地域においては、都市

計画手法による整序を検討します。 
 

（４）都市構造 

【自然環境保全ゾーン】 

うるおいある暮らしを支える豊かな森林や水辺環境、多様な生態系な

どの自然資源を保全・育成し、後世へ継承していくとともに、市民が親

しみやすい環境整備を進めることにより、人と自然が健やかに共生でき

るゾーンの形成を図ります。 
【田園環境・農地保全ゾーン】 

良好な農村集落の住環境と豊かな田園風景を維持しつつ、優良農地の

保全や遊休地・耕作放棄地の改善を進めることにより、農業や畜産業の

持続的発展を目指した生産環境が整ったゾーンの形成を図ります。 
【都市機能ゾーン】 

本市の中心部に集積する商業基盤や地場産業の充実を図り、市のにぎ

わいと活力を生み出す産業の振興に努めるとともに、都市機能をコンパ

クトに集約し、市の核となるゾーンの形成を図ります。 
【産業誘導ゾーン】 

広域的な交流や流通に適した立地を生かし、計画的・戦略的に産業機

能の誘導に努め、本市の新たな魅力や活力を生み出すゾーンの形成を図

ります。 
【居住環境保全ゾーン】 

良好な自然環境や農村環境の恩恵を受けつつ、近接している都市的機

能が享受できる環境づくりを進め、だれもが住みたい、住み続けたいと

思う居住ゾーンの形成を図ります。 
【広域連携軸】 

広域交通網であるＪＲ加古川線、国道 175号、国道 427号などの道路

網の整備を進め、利便性を向上させることにより、人・もの・経済・情

報などの流れを活発にし、広域的な連携と交流の促進を図ります。 

【地域間連携軸】 

県道黒田庄多井田線をはじめ、広域連携軸に準じる本市の各地区や近

隣市町を結ぶ道路網の整備を進めることにより、地域間の連携と交流を

一層強化するとともに、広域連携軸とのネットワーク化を図り、本市の

一体的な発展を促進します。  
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